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第１章 序論 

 

 

１．１ 研究の背景 

 

（１）コンクリート構造物の耐久性確保に向けた性能規定への移行 

 我が国では，この半世紀余りを中心として，着実な社会資本整備が行われてきた。

今日では，橋梁やトンネル，ダム，用水路など，多くのコンクリート構造物が建設さ

れ，国民の生活および経済活動を支えるとともに，安全を確保する基盤としての重要

な役割を担っている。 

コンクリート構造物は，かつて永久構造物と呼ばれ，維持管理が不要なものである

と考えられていた。しかし，1970 年代に日本海沿岸部における PC 橋梁の塩害による

早期劣化が顕在化したことなどにより，環境作用の影響によって少なからず劣化する

ものであることが認識されることとなった。また，1990 年代には，山陽新幹線などに

おけるかぶりコンクリートの落下事故などが発生し，コンクリート構造物の耐久性に

対する社会的な関心が集まった。こうした状況に至った原因として，コンクリート構

造物の耐久性に対する過度の信頼や，高度成長期の莫大な需要に対応するための施工

効率の追求，良質な骨材の不足などによる不適切材料の使用などの事情があったこと

は否めない。しかし，その根底には，設計時にコンクリート構造物の供用期間におけ

る性能を適切に評価するシステムが，ほとんど成熟していなかったという事実があっ

たものと考えられる。すなわち，構造物を建設しようとする環境条件および想定され

る荷重条件において，如何なる材料および施工方法を適用すれば，将来，どの程度ま

で性能が低下するのかということを照査するシステムが存在していれば，こうした事

態を回避できた可能性が高いものと考えられる。この命題に対し，コンクリートに携

わる研究者および技術者は，日々，研究を続けており，コンクリートの耐久性に関す

る研究は，この 20 年間程度で急速な進展を遂げている。その象徴的な動向として，1999

年に改訂された土木学会のコンクリート標準示方書［施工編］1）以降，従来の仕様規

定に代わる性能規定の考え方が適用されるに至っている。 

従来の仕様規定による設計では，コンクリートの使用材料や配合，配筋条件などの

構造細目の仕様を定め，安全係数を考慮することによって耐久性が確保されるものと
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していた。それに対し，性能規定では，設計時において，設計耐用期間にわたる構造

物の性能を評価し，それが要求性能を満足することを確認するものとしている。換言

すれば，使用材料や施工方法を限定せずに設計を行なうことが可能であり，従来の仕

様規定に比べて自由度の高い合理的な体系となっている。その一方で，構造物の長期

間にわたる性能，すなわち，構造物が受ける劣化作用に対する抵抗性や，その抵抗性

に対して使用材料および施工方法がどのように影響するのかなどを定量的に評価する

ことが求められることとなる。本来，構造物が供用される条件は多種多様であり，長

期間にわたる性能は所要の供用期間を経過しなければ確定されないものである。構造

物の長期間にわたる性能を定量化しようとする場合，類似の環境および荷重条件にお

いて，類似の材料および施工方法を適用して建設された過去の構造物の状況から類推

するか，あるいは，暴露試験や促進試験によって検証された劣化モデルを用いて予測

することとなる。過去の構造物より類推する方法の場合，土木構造物が唯一無二であ

ることを考えれば，条件に適合する過去の構造物を探すことは困難であり，幅広く適

用できる方法とは言えない。一方，劣化モデルによって予測する方法の場合，幅広い

環境条件や多種類の材料，各種の施工方法などに対応し，かつ精度の高いモデルに成

熟させるためには多くのデータや知見が必要となり，一朝一夕に成し遂げられるもの

ではない。塩害および中性化に関しては，膨大な実構造物の情報や研究成果が集約さ

れつつあり 2），3），4），5），現行の土木学会のコンクリート標準示方書［設計編］6）にお

いても，予測精度の課題は残るものの，実用的な予測方法を取り入れた設計体系が示

されている。こうした取組みにより，コンクリート構造物の耐久性をより確実かつ合

理的に確保することが可能なシステムが整備されつつある状況にあると言える。 

 

（２）凍害に対する照査の現状 

コンクリート構造物における代表的な劣化要因の一つである凍害については，1940

年代から研究が行われ 7），これまでに様々な知見が得られているが，劣化の実態が十

分に把握されているとは言い難く，寒冷地では，ひび割れやスケーリングなどの損傷

が後を絶たない。従来，寒冷地に供用される構造物の耐久性は，促進凍結融解試験に

よって凍結融解抵抗性が確認されたコンクリートを用いることで確保できるものとさ

れてきた。実際，この方法により，合理性や経済性に欠ける面があるにせよ，多くの

構造物の耐久性が確保されてきたことは事実であり，土木技術者の経験に基づいた工
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学的な判断が一定の成果を挙げてきたことは評価すべきことと考えられる。 

しかし，促進凍結融解試験は，使用材料や配合などの異なるコンクリートの凍結融

解抵抗性を相互に比較するためのものであり，構造物の設計耐用期間にわたる凍結融

解作用に対する耐久性を定量的に評価できるものではない。現行の土木学会のコンク

リート標準示方書［設計編］6）においても，凍害については，性能照査の体系に基づ

いた整理がされているが，促進凍結融解試験の相対動弾性係数を指標として照査する

方法が示されているに過ぎず，実質的には仕様規定による方法が採用されているもの

と言える。すなわち，現行の照査方法は，設計時において設計耐用期間にわたる性能

を適切に評価することによって構造物の耐久性を確保しようという思想を具現化して

いるものとは言い難い。よって，今後は，性能規定による設計，施工および維持管理

の方法を成熟させ，より確実かつ合理的に構造物の耐久性を確保するシステムを構築

していくことが求められるものと考えられる。そのために，まず，凍害による劣化の

実態を把握し，さらには，凍害の過程を定量的に予測することが可能な手法を構築し

ていくことが必要とされている。 
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１．２ 研究の目的 

 

（１）凍害の実態に対する考察 

 凍害環境に供用される実構造物を広い範囲で調査した事例として，例えば，北海道

における約 253 箇所の構造物を対象に，劣化の程度や範囲，形態，環境条件，コンク

リートの外観などを定性的に評価し，劣化を受けやすい部位や環境条件などの傾向を

整理した研究 8）や，供用期間が 50 年以上に及ぶ 9 発電所の 164 箇所について，グレ

ーディングを行って環境条件との関係を整理した研究 9），東北地方における主として

供用期間が 8 年以下のプレキャスト製用水路の劣化の実態を調査し，コンクリートの

品質の面から考察を加えた研究 10）などがある。あるいは，供用期間が 10 年以上とな

る防波堤のスケーリングの状況についてコンクリートの詳細調査を含めた検討を行っ

た研究 11）などもあり，その他にも，いくつかの調査事例 12）が報告されている。 

こうした研究を通じ，凍害に影響を及ぼす環境条件や部材形状などの傾向が明らか

となりつつあるものの，未だ事例数としては少なく，凍害の実態が十分に把握され，

定量化が図られているとは言えないのが現状である。 

 こうした状況を鑑み，本研究では，北海道において約 40 年間供用された水路施設を

対象とした詳細調査を行い，劣化に対して特に影響を及ぼす要因を明らかとすること

を第一の目的とした。 

 

（２）凍害予測手法の提案 

 既往の研究などを基に，コンクリートの凍害の発生と防止に関する項目を整理した

例として，図 1.2.1 がある 13）。同図に示すように，コンクリートの凍害の進行には多

岐にわたる要因が影響を及ぼすため，全てを考慮した劣化予測手法を導くのは難しい

のが現状である（凍害劣化予測に関する研究の現状については次章に示す）。 

 しかしながら，凍害の劣化予測に対するニーズを踏まえると，精緻なモデル化の必

要性は高いものの，実構造物の調査によって劣化の実態を把握し，調査データに基づ

いた合理的な予測手法の構築を検討する必要があるものと考えられる。 

 そこで，本研究では，第一の目的として掲げた水路施設の調査結果の考察に基づき，

水路施設の凍害を再現することが可能な予測手法を提案することを第二の目的とした。

さらには，構築された予測手法を用い，事例解析によって水路施設の耐凍害性向上に
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関する知見を示すことを第三の目的とした。 

 ここで，コンクリートの凍害は，硬化コンクリートにおける凍害と，流動状態から

ある程度硬化した段階までのコンクリートにおける初期凍害の 2 種類に大別されるが

14），本研究では，硬化コンクリートにおける凍害を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.1 凍害の発生と防止に関する事項 13） 
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１．３ 論文の構成 

 

 本論文は，以下に示す 7 章より構成されている。 

 

「第１章 序論」では，研究の背景，目的および論文の構成を示している。背景と

して，コンクリート構造物の耐久性を確保するために仕様規定から性能規定への移行

が図られており，現状では凍害に対する照査方法が確立されていないこと，また，本

研究では，北海道に約 40 年間供用された水路施設の調査を通じた凍害の実態把握およ

び調査データに基づいた合理的な凍害予測手法の提案を目的としていることを示した。 

 

「第２章 凍害劣化予測に関する研究の現状」では，既往の研究で提案されている

凍害のメカニズムおよび劣化予測の現状を示している。これまでの劣化モデル構築の

試みを紹介し，凍害の進行には多岐にわたる要因が影響を及ぼすことから，全てを考

慮した劣化予測手法は提案されていないのが現状であることを示した。 

 

「第３章 水路施設の凍害調査」では，北海道の空知地区を北南方向に流れる供用

期間 34 年から 41 年の農業用水路の凍害調査結果の考察を示している。凍害による劣

化は部分的に生じる傾向があり，劣化の程度を動弾性係数によって評価できることお

よび劣化の発生にはコンクリートの気泡組織が影響を及ぼすことを示した。 

 

「第４章 凍害予測手法の構築」では，農業用水路の凍害を再現することが可能な

予測手法の構築の過程を示している。凍害環境におけるコンクリート構造物の相対動

弾性係数の経年変化に対し，硬化コンクリートの空気量および気泡間隔係数が及ぼす

影響を評価することが可能な凍害モデルの構築の過程について示した。 

 

「第５章 促進凍結融解試験による凍害モデルの検証」では，構築された凍害モデ

ルの妥当性について検証した結果を示している。検証にあたっては，まず，最低温度

を-18℃とする促進凍結融解試験を実施し，その結果から凍害モデルの係数を推定して

予測式を得ている。次に，得られた予測式により，実環境を想定した最低温度を-10℃

とする促進凍結融解試験における相対動弾性係数の経時変化を再現することが可能で
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あるかを確認した。その結果，凍害モデルが妥当な手法であることを示した。 

 

「第６章 水路施設を対象とした事例解析」では，水路施設の凍害進行予測，コン

クリートの気泡組織に関するパラメータスタディおよび暴露試験に基づいた浸透性吸

水防止材の耐凍害性向上に関する試算の結果を示している。調査対象とした水セメン

ト比が 50％の水路施設を事例とした場合，硬化コンクリートの空気量を 3.0％以上と

し，気泡間隔係数を 250μm 以下とすれば，50 年間にわたって相対動弾性係数を 60％

以上に保持できることや，硬化コンクリートの空気量および気泡間隔係数がそれぞれ

1.5％および 300µm となった場合でも，浸透性吸水防止材を塗布することにより，50

年間にわたって相対動弾性係数を 60％以上に保持できることなどを示した。 

 

「第７章 結論」では，本研究の結論を示している。本研究で提案した凍害モデル

によって，対象構造物の設計耐用期間および要求される相対動弾性係数に応じて，コ

ンクリートに要求される空気量および気泡間隔係数を提示することが可能であること

などを総括した。 
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第２章 凍害劣化予測に関する研究の動向 

 

 

２．１ 凍害の機構 

 

凍害に関する研究は 1940 年代より続けられており 1），その発生機構について，ある

程度解明されていると言える。これまでに，洪・鎌田 2）や鎌田 3）により，凍害の機構

に関する既往の知見が整理されている。また，いくつかの学協会の研究委員会 4），5），6），

7）においても，凍害の機構に関する研究動向の報告がされている。 

コンクリートの凍害の機構については，1945 年に発表された Powers8）の理論が基本

となっている。これは，水の凍結による体積膨張が未凍結の水を移動させ，この際に

生じる圧力によって凍害が発生すると考えるものであり，水圧説（Hydraulic Pressure 

Theory）として知られている。この考えによれば，水が氷へと相変化する際に約 9％

の体積増加があるので，空隙の 91％まで水で満たされた場合に劣化することとなるが，

実際には，より低い飽水度でも劣化が生じる。この劣化の過程について，以下のよう

な機構による説明がされた。 

① 最初に，コンクリートの表面に接する水が凍結し，表面が氷でシールされた状

態となる。 

② 次に，表面に近い毛細管空隙中の水が凍結し，相変化に伴う体積膨張に見合う

未凍結の水が，飽水度の低い未凍結の内部へと移動する。 

③ この水の移動は微細な空隙内で生じるため，移動時に粘性抵抗による水圧勾配

を形成する。 

④ 形成された水圧が，コンクリート強度などで定まる限界値以下であれば，凍害

は生じない。しかし，通常の凍結速度の範囲において，この水移動は，凍害破

壊を引き起こすのに十分な圧力を形成し得る。 

この機構によれば，コンクリート組織の透水性が低く，凍結が速く，飽水の限界を

超えた部分の水量が多いほど，水圧が高くなり，凍害による劣化も激しいこととなる。

この最初の水圧説は，その後，ACI 201 コンクリートの耐久性委員会からの要望に対

する Powers の回答 9）として，部分的に修正されている。それによれば，Powers と

Helmuth の硬化セメントペーストの実験において，凍結過程で供試体温度を一定に持
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続した場合に，気泡を含む供試体は収縮し，含まない供試体は膨張するという挙動が

確認され，この現象を説明するために，毛細管内部で氷晶が生成された後，より小さ

な未凍結の細孔から水分を吸収するという機構を加えるようになった。拡散のエネル

ギーは，熱力学的に平衡状態にあった水が氷へと変化したため，あるいは氷晶形成後

の水のアルカリ濃度が増加したためと説明されている。Cordon10）の解説によれば，こ

こで氷晶に拡散する水はゲル孔中のゲル水であるとしている。 

しかし，鎌田・洪 11）は，氷晶面とゲル水の平衡について，ゲル空隙の大きさを考

慮して検討した結果，径を 20Å程度と想定していた Powers のゲル空隙はもとより，

75Å程度の空隙に含まれる水ですら，-20℃程度の温度範囲において平面上に生成され

た氷晶以上に安定であったとして，この見解に疑問を呈した。その後，千歩ら 12）の

実験において，氷晶形成後の冷却の過程で温度を一定とした場合，供試体は収縮や膨

張の挙動を示すのに対し，その後，過冷却水が存在しなくなると言われる-50℃以下ま

で冷却して再び同じ温度に保持した場合，これらの挙動が認められないことが確認さ

れた。ここで，過冷却とは，水を冷却した際に，本来の凍結温度より低い温度におい

ても凍結せず，何らかの衝撃や異物の混入で突然凍結し始める現象である。上記の試

験において，ゲル水が水として存在するにも係らず，過冷却水が存在しない条件では

収縮および膨張の挙動が認められないことから，拡散に関与する水は毛細空隙中の過

冷却水であるとの考えを示した。 

こうした水圧説は，コンクリート中に分散した気泡の凍害に対する役割を，以下の

ように説明付ける。多孔質材料中において，水は微細な連続性のある空隙から充てん

され，球状の独立空隙である気泡には空気が存在する。空気は圧力による体積変化が

容易で，水の凍結に伴う水流としての体積増加を吸収する。このため，気泡は移動し

た水流の逃げ場となり，凍結部分と気泡との間隔，すなわち水の移動距離が水圧の大

きさを支配する。コンクリート中の気泡量（空気量）が同一であれば，個々の気泡が

小さいほど，気泡間の距離が短く，水の移動距離も短い。これが，コンクリートの凍

害で空気量よりも気泡間隔が重要である理由とされ，エントレインドエアがエントラ

ップトエアよりも耐凍害性向上に効果がある理由であるとされる。 

以上のように，凍害の機構については，コンクリート中の水の凍結に伴う水圧およ

び過冷却水の相変化に伴う収縮・膨張挙動によるところが大きいものと理解されてい

る。ここで，コンクリート中の水の凍結については，融点降下による影響を受ける。
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融点降下とは，水が加圧状態にある場合や塩類が入っている場合に凍結温度および融

解温度が低下する現象である。硬化コンクリート中の水分は，主として毛細管空隙の

寸法効果により，融点降下を示すものと考えられており，これについて，いくつかの

報告がされている。Helmuth13）は，細孔半径と凍結温度の関係に Powers の吸着層を考

慮して融点降下と毛細管径の関係を考察した。また，樋口 14）は，Helmuth の用いた式

の中の，液-固体の界面張力を液体の表面張力とし，固体密度を液体密度とした関係式

を提案した。この樋口の式によれば，Helmuth の式の 7 倍の径で水の相変化が生じる

こととなるが，鎌田・洪 11）により，樋口式の方が凍害の現象に近いことが確認され

ている。その後も，Fagerlund15）や Blachere・Young16）などにより，細孔半径と内部の

水の融点降下の関係が提案されているが，一致した見解は認められていない。様々な

研究で提案されている融点降下の理論値について，洪・鎌田 2）は，図-2.1.1 のように

整理して示している。凍害の機構として特に考慮しておくべきことは，コンクリート

中の水は，温度低下に伴って粗大側の径の毛管から順次凍結していくということであ

る。すなわち，凍結の際の最低温度によってコンクリート中で凍結する水量に違いが

生じ，温度が低いほど，多量の水が凍結するために，凍害による劣化が著しくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1.1 融点降下に関する理論値の比較 2）  
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最近では，桂ら 17）が，過冷却水の影響について，毛細管空隙中の凍結挙動に着目

した検討を行い，過冷却水が凍結する際の急速な氷晶の成長によって急激な体積増が

生じ，不凍水が大きな流速で移動する際に生じる不凍水圧により組織が破壊されると

した機構を提案している。これは，Powers8）の水圧説および鎌田 18）による融点降下

を考慮した凍害理論に基礎を置き，これまでに明らかにされていなかった組織破壊を

起こす水圧の発生を，過冷却水が凍結する際の氷晶の急激な成長と，それに伴う不凍

水流により説明したものである。 



 13

２．２ 凍害劣化予測に関する既往の研究 

 

 既往の研究において，実構造物への適用性が高い凍害劣化予測手法を示した例は少

ない。 

 

 桂ら 19）は，凍結融解作用時の最大変形量の約 50％が融解後に残留する 20）という現

象に着目し，長さ変化挙動が凍害の内部劣化の形態を示すものと位置付け，過冷却水

の凍結による急速な不凍水の移動，圧力発生，組織破壊および変形をモデル化してい

る。モデル化の手順は，①過冷却水の凍結に起因する不凍水の流速のモデル化，②水

銀圧入法による細孔構造測定結果から透水性を表した Luping モデルに，毛細管空隙水

の凍結による影響を考慮した水分移動のモデル化，③不凍水圧の発生と変形量の算定

となっており，凍結温度，細孔構造，気泡組織および引張強度から凍結時の長さ変化

挙動を予測することによって，凍結融解抵抗性の定量化を試みている。さらに，長さ

変化と相対動弾性係数の関係を 2 直線の近似式で示し，耐久性指数の予測値と実験値

の対応について検証している。その結果，耐久性指数が 60 以下の範囲では予測値が大

きくなる傾向が認められるものの，予測値と実験値は水セメント比に係らず，ほぼ対

応した傾向が得られている。この研究では，凍害の現象を説明する基礎的な機構をモ

デル化して示しているが，凍結融解抵抗性に影響を及ぼすとされる骨材品質 21）や外

部から供給される水分の影響 22），凍結融解繰返しの影響が考慮されておらず，実構造

物の予測が可能な段階には至っていない。 

 

 山下 23）は，実構造物への適用が可能な予測手法として，コンクリートの圧縮強度，

気泡間隔係数，全細孔量および凍結水量を組み合わせて，式（2.2.1）に示す耐凍害指

標を提案し，図 2.2.1 に示すように，耐凍害指標と，凍結融解回数および相対動弾性

係数の関係を示した。 

 

( ) ( ) ( ) 107.0
0

903.0019.0 5.0300 −− ××= VVLf fcβ           （2.2.1） 

 

ここで，β：耐凍害性指標 

    fc：コンクリートの圧縮強度（kgf/cm2） 
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    L：気泡間隔係数（mm） 

    V0：全細孔量（cc/g） 

    Vf：凍結水量（cc/g） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1 耐凍害指標と，凍結融解回数および相対動弾性係数の関係 23） 

 

 

耐凍害指標については，コンクリート材料の物理的および力学的性質と，環境条件

の関係より表されるものと定義しており，耐凍害指標に最も影響を及ぼすものは，気

泡間隔係数であることを報告している。 

また，コンクリートの凍害を，力学的疲労問題として捉えることを提案し，式（2.2.2）

に示すように線形劣化累積損傷理論による劣化予測の方法を示している。この考え方

は，凍害による劣化の過程を巨視的に捉えたものと言え，実構造物における凍害が凍

結融解作用の繰返しを受けて発生している実態を再現する上で，適用性の高い考え方

の一つと考えられる。 

 

∑∑
==

==
m

i i

i
m

i
im N

n
DD

11
                   （2.2.2） 

  

ここで，Dm：累積損傷度 
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    Di：i 番目の凍結融解における損傷度 

    ni：-logβi における凍結融解回数 

    Ni：i 番目の平均寿命 

 

同式によれば，コンクリート構造物が受ける凍結融解の最低温度と回数を基に，コ

ンクリートの損傷度を推定することが可能となる。 

その一方で，このモデルには，凍害に影響を及ぼすとされる飽水度 24），25）や骨材品

質 21）などが考慮されていないという課題がある。 

 

石井ら 26）は，促進凍結融解試験で相対動弾性係数が 60％を下回る凍結融解サイク

ル数（破壊サイクル数と定義）と凍結水量の間に相関があることを確認し，凍結水量

はセメント水比および最低温度と相関があるものとして，図 2.2.2 に示すように，任

意のセメント水比および最低温度における凍結融解作用の影響を評価する方法を示し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2 セメント水比および最低温度と破壊サイクル数 26） 

 

 

また，同図を基に，式（2.2.3）によって定義される重み係数を導入し，式（2.2.4）

によって表される基準化凍結融解回数を定義している。 
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[ ] [ ]( )
[ ] [ ]( )tt

stst

WCNd
WCNd

θ
θ

φ
,
,

=                    （2.2.3） 

NiiN ・φ=′                        （2.2.4） 

  

 ここで，φ：重み係数 

     Nd([C/W]st,[θ]st)：基準とするコンクリートのセメント水比および最低温度

の破壊サイクル数 

     Nd([C/W]t,[θ]t)：目的とするコンクリートのセメント水比および最低温度の

破壊サイクル数 

     Ni’：基準化凍結融解サイクル数 

     Ni：凍結融解サイクル数 

 

この基準化凍結融解サイクル数を用いることにより，水セメント比および凍結融解

における最低温度の影響を考慮した劣化予測を行うことが可能になる。例えば，水セ

メント比が 50％のコンクリートで，凍結融解の最低温度が-5℃の場合を基準とした基

準化凍結融解サイクルにより，凍結融解試験の相対動弾性係数を回帰すると式（2.2.5）

のような凍害モデルを得ることができる。 

 

      ( )19.341084.1exp100 iNEd ′××−= −               （2.2.5） 

 

ここで，Ed：相対動弾性係数（％） 

    Ni’：基準化凍結融解サイクル 

 

さらに，自然環境下における不規則な最低温度の凍結融解繰返しの影響を評価する

方法として，図 2.2.3 のような最低温度ごとの凍結融解回数のデータより，式（2.2.6）

によって表される基準化凍結融解サイクルの累計値を用いる方法を提案している。 

この方法も，前述の山下 23）と同様，凍害による劣化の過程を巨視的に捉えたもの

と言え，実環境と促進凍結融解試験結果を対応付けることができるものである。同様

の考え方として，浜ら 27）も，ある地域の気象条件下で，コンクリートが 1 年間に受

ける凍結融解作用を，ASTM C-666A 法の標準条件の最低温度である-18℃を基準とし
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た ASTM 相当サイクル数として表す実験式を導出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.3 凍結融解回数に関するデータ 26） 
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ここで，N’：基準化凍結融解サイクルの累計値 
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    {N’i}：材齢 i における基準化凍結融解サイクル 

    [Nij]：材齢 i における最低温度 j に対する凍結融解回数 

    {φj}：ある水セメント比，最低温度 j0 を基準としたときの破壊サイクルに

及ぼす最低温度 j の重み 

    n：評価材齢 

    m：現地の最低温度の最小値 

 

促進凍結融解試験結果を活用することの利点として，コンクリートの細孔構造や気

泡組織，骨材品質，強度などの材料特性を包括的に反映させた評価を行うことができ

るということが挙げられる。しかし，このモデルでは，構築の根拠となる暴露試験が

湿潤条件であることから，モデルの適用が可能な環境条件が常時湿潤の状態に限定さ

れる。 

 

千歩ら 28）は，凍結融解作用によって劣化する限界の飽水度と吸水性状が，乾湿繰

返しや屋外暴露によって変化することを見出し，これらの指標の比較から耐凍害性を

評価する新しい限界飽水度法を提案した。この研究により，実用的な凍害劣化予測手

法を提案できる可能性を示しているが，限界飽水度を実験で求めることには手間と時

間が掛かることから，これを予測する方法が必要であることを課題の一つとして挙げ

ている。 

 

他にも，劣化予測手法を提案した研究ではないが，遠藤ら 29）は，凍害によるスケ

ーリングの現象に着目し，コンクリートのスケーリングに対する抵抗性が，表面の強

度と透水性との釣合いによって決定されることを示し，プルオフ強度と透水係数を基

にスケーリングに対する抵抗性を評価する重回帰式を提案した。 

また，加藤ら 30）は，海水と凍結融解の複合劣化によるスケーリングの発生に着眼

し，海水中では，最低温度が低いほど，また氷点以下に保持される時間が長くなるほ

ど，セメントペースト中の凍結水量が多くなり，微細ひび割れが生じてスケーリング

が発生しやすいことを示した。 

 

このように，コンクリートの物性値の変化に着眼して凍害の進行を予測する方法と
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して，いくつかのモデルが提案されているが，実環境における複雑な要因を全て考慮

して，現象を再現できるモデルを導くことは難しいのが現状である。そのような中で，

山下のモデルや石井らのモデルは，工学的なアプローチにより，限定された条件にお

いて，実現象を再現できる可能性を示している。本研究においても，次章に示す実構

造物の調査によって凍害の実態を把握し，工学的な考察に基づいて，実現象を再現で

きる凍害モデルを構築することを目指すこととする。 
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第３章 水路施設の凍害調査 

 

 

３．１ 調査対象構造物 

 

 本研究において調査対象とした構造物は，北海道の空知地区を北南方向に流れる供

用期間 34 年から 41 年の農業用水路である。この流域の岩見沢市の 1999 年から 2003

年までの凍結融解回数を，降水量，日射時間および降雪と併せて表 3.1.1 に示す 1)。同

表より，岩見沢市では，最低気温が 0℃以下となる凍結融解回数の 5 年間の平均値は

71.4 回であった。そのうち，最低気温が-5℃以下および-10℃以下となる凍結融解回数

の 5 年間の平均値は，それぞれ 29.0 回および 10.6 回であった。長谷川 2)は，温度要因

と湿潤要因の影響を数値化して凍害危険度の分布図を示しており，それによれば，当

該地域は，凍害の予想程度が大きい地域に区分される。 

 

 

表 3.1.1 岩見沢市の凍結融解回数 1） 

最低気温ごとの凍結融解回数 
西暦 

0℃以下 －5℃以下 －10℃以下 

降水量の

合計(mm)

日照時間

(h) 

降雪の合

計(cm) 

1999 71 36 15 1096.0 1715.0 985 

2000 68 33 10 1575.5 1542.8 785 

2001 60 15 9 1421.5 1641.3 883 

2002 82 26 11 1187.0 1616.6 755 

2003 76 35 8 986.0 1796.9 875 

平均 71.4 29.0 10.6 1253.2 1662.5 856.6 

 

 

用水路の構築には，L 型ブロックと呼ばれる現場施工のプレキャスト部材が使用さ

れている 3)。L 型ブロックは，工事費の低減や年間の事業量の増大を目的として，積

雪寒冷地における施工最適期間の 5 月から 8 月にかけて現場で製造され，9 月から 10

月に据え付けられたものである。ブロックの製造では，水路の断面にあたる面（L 型
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の面）が上下の面となるようにメタルフォームの型枠が組まれ，コンクリートの打込

みが行われている。 

L 型ブロックの詳細図を図 3.1.1 に示す。また，コンクリート配合を表 3.1.2 に示す。

同表に示すように，用水路に用いられたコンクリートは，AE 減水剤などが使用され

ていないプレーンコンクリートである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）L 型ブロック形状および寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）用水路形状および寸法 

図 3.1.1 L 型ブロック詳細図 3） 
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表 3.1.2 L 型ブロックのコンクリート配合 

単位量（kg/m3） Gmax 

(mm) 

スランプ

(cm) 

W/C 

(％) 

空気量

(％) 

s/a 

(％) W C S G 

25.0 8.0±1.5 50.0 1.5 41.7 158 316 783 1136 
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３．２ 現地踏査およびコア試料の採取 

 

コア採取に先立ち，現地踏査を実施した。対象構造物の状況の一例を写真 3.2.1 に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.2.1 対象構造物の状況の一例 

 

 

写真 3.2.2 に一例を示すように，現地踏査により，用水路側面の L.W.L.より高い位

置において，スケーリング，ひび割れおよび剥落が確認された。このひび割れの分布

は鉄筋位置と合致しておらず，剥落した箇所に錆汁および腐食した鉄筋は認められな

かった。よって，これらの損傷は，鉄筋腐食に起因するものではなく，凍害によるも

のと推察される。L.W.L.より低い位置については，流水の磨耗によるものと推察され

る粗骨材の露出が認められたが，スケーリング，ひび割れおよび剥落は確認されなか

った。 
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写真 3.2.2  用水路側面のスケーリング，ひび割れおよび剥落の状況の一例 

 

 

損傷が認められるブロックでは，L.W.L.より高い位置のほぼ全面に，同様の損傷が

認められる傾向があった。また，外気温，日射および湿潤状態がほぼ同様と考えられ

る区間内であっても，損傷が認められるブロックと認められないブロックがあった。

そこで，損傷が認められた 9 箇所を No.1 から No.9 として選定し，損傷が認められな

い箇所と認められる箇所をそれぞれ健全部および劣化部として各 1 本のコア試料を採

取した。各箇所の健全部と劣化部のコア採取位置は数 m 以内の距離にある。 No.1 か

ら No.9 のコア採取位置の概要を表 3.2.1 に示す。また，コア採取面の状況を写真 3.2.3

に示す。ここで，コア試料の採取位置周辺には，日射に影響を及ぼすような建造物は

ほとんど存在しない。また，コア試料の採取位置は，用水路の H.W.L.よりも高い範囲

としたが，No.1 については H.W.L.と L.W.L.の間であり，流水の影響を受けたことが推

察される形跡が認められた。 
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表 3.2.1 コア採取位置の概要（その 1） 

No. 
供用

年数 

採取面

の方位 
部位 

コア試料寸

法（mm）
水の影響 外観の状態 

健全部 φ150×212 流水の形跡 

流水によるものと考え

られる粗骨材の露出が

あるが，ひび割れなどは

ない。 1 35 西向き 

劣化部 φ150×211 流水の形跡 

粗骨材が露出し，左右方

向に数本のひび割れが

発生している。 

健全部 φ150×127 なし 
粗骨材の露出やひび割

れなどはない。 

2 35 南向き 

劣化部 φ150×129
上側から供

給の形跡 

左右方向に多数のひび

割れが発生し，遊離石灰

などが析出している。 

健全部 φ150×134 なし 
粗骨材の露出やひび割

れなどはない。 

3 35 南向き 

劣化部 φ150×125

目地および

上側から供

給の形跡 

亀甲状にひび割れが発

生し，遊離石灰などが析

出している。 

健全部 φ150×135 なし 
粗骨材の露出やひび割

れなどはない。 

4 35 南向き 

劣化部 φ150×111
目地から供

給の形跡 

表面が広い範囲で剥落

し，粗骨材が露出してい

る。 
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表 3.2.1 コア採取位置の概要（その 2） 

No. 
供用

年数 

採取面

の方位 
部位 

コア試料寸

法（mm）
水の影響 外観の状態 

健全部 φ150×203 なし 
粗骨材の露出やひび割

れなどはない。 

5 34 西向き 

劣化部 φ150×216 なし 

左右方向に多数のひび

割れが発生し，遊離石灰

などが析出している。 

健全部 φ150×202 なし 
粗骨材の露出やひび割

れなどはない。 
6 34 西向き 

劣化部 φ150×196 なし 
左右方向に数本のひび

割れが発生している。 

健全部 φ150×209 なし 
粗骨材の露出やひび割

れなどはない。 

7 34 西向き 

劣化部 φ150×202 なし 

左右方向に数本のひび

割れが発生し，遊離石灰

などが析出している。 

健全部 φ150×195 なし 
粗骨材の露出やひび割

れなどはない。 

8 41 北向き 

劣化部 φ150×223 なし 

左右方向に数本のひび

割れが発生し，遊離石灰

などが析出している。 

健全部 φ150×208 なし 
粗骨材の露出やひび割

れなどはない。 

9 41 南向き 

劣化部 φ150×175
上側から供

給の形跡 

表面が剥落し，左右方向

に多数のひび割れおよ

び遊離石灰などがある。
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（a）No.1（左：健全部，右：劣化部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）No.2（左：健全部，右：劣化部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）No.3（左：健全部，右：劣化部） 

写真 3.2.3 コア採取位置の状況（その 1：No.1 から No.3） 
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（d）No.4（左：健全部，右：劣化部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（e）No.5（左：健全部，右：劣化部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（f）No.6（左：健全部，右：劣化部） 

写真 3.2.3 コア採取位置の状況（その 2：No.4 から No.6） 
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（g）No.7（左：健全部，右：劣化部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（h）No.8（左：健全部，右：劣化部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（i）No.9（左：健全部，右：劣化部） 

写真 3.2.3 コア採取位置の状況（その 3：No.7 から No.9） 
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コア採取位置の劣化部の損傷程度と採取面の方位について確認すると，最も損傷が

著しかったのは，南向きの No.4 および No.9 であり，表面が剥落している状態であっ

た。次に損傷が著しかったのは，同様に南向きの No.3 であり，亀甲状のひび割れが生

じていた。比較的，損傷が軽微であったのは，西向きもしくは北向きの No.6，No.7

および No.8 であり，左右方向に数本のひび割れがあった。方位によって損傷の傾向が

異なる理由として，南向き面は日射を受けて融解しやすいのに対し，西向きの面や北

向きの面は日中に日射を受けにくく，凍結の状態から融解しにくいことが考えられる。

実際に，写真 3.2.4 に示す近隣の用水路において，冬季の日中に，南向きの側面（写

真の左側）および北向きの側面（写真の右側）に，それぞれ水を噴霧したところ，南

向きの側面では水が凍結しなかったのに対し，北向きの側面では，写真 3.2.5 に示す

ように噴霧直後に水が凍結する状況が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.2.4 冬季の日中の用水路の状況 
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写真 3.2.5 北向きの側面における水の凍結状況 
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３．３ コア試料の調査方法 

 

（１）調査項目 

 採取したコア試料の損傷の程度を調査するために超音波伝播速度および動弾性係数

の測定を行った。また，コンクリートの気泡組織の測定を行った。 

 

（２）超音波伝播速度の測定方法 

 図 3.3.1 に示すように，コア試料の側面を挟むように超音波の送受信子を当て，表

面より 10mm 間隔で超音波伝播速度を測定した。測定では，コア採取の際の上下およ

び左右の 2 方向を対象とし，平均値を評価対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.1 超音波伝播速度の測定概要 

 

 

 

 

 

超音波送受信子 

表面から 10mm 間隔に上下およ

び左右の 2 方向の測定 

コア試料 
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（３）動弾性係数の測定方法 

 JIS A 1127 共鳴振動によるコンクリートの動弾性係数，動せん断係数及び動ポアソ

ン比試験方法-1993 により，コア試料に駆動端子を当てて縦振動を加え，共鳴する振

動数から動弾性係数を測定した。ここで，同規格に示されているように，供試体の長

さと断面寸法の比が小さい場合，一次共鳴振動数が求めにくいことがある。採取した

コア試料の中には供試体の長さと断面寸法が同程度のものが含まれていたことから，

陰極線オシロスコープの表示などに留意しながら，一次共鳴振動数が得られているこ

とを確認の上，測定を行った。 

 コア試料採取の際には，凍害によるコンクリートの内部劣化を評価するために，用

水路の部材中心よりも深い位置までの試料を採取した。コンクリートの凍害では，表

層付近が極端に劣化することが多く，上記の測定方法では，表層部の影響を受けるこ

とが懸念されるところであるが，山下の研究 4)によれば，超音波伝播速度の測定結果

に対して表層部の劣化はほとんど影響を及ぼさず，内部劣化の影響が大きいことが確

認されており，動弾性係数の測定結果についても同様の傾向が得られるものと考えら

れる。ただし，コア試料の長さが不均一であることは誤差の原因になる可能性がある。 

 

（４）気泡組織の測定方法 

コア試料より，構造物の表面と平行な厚さ 50mm のスライス試験片を切り出し，

ASTM C457 顕微鏡による硬化コンクリートの気泡システムのパラメータと空気量の

測定方法-2006 のリニアトラバース法に準じて円形断面の空気量および気泡間隔係数

を測定した。スライス試験片の採取深さは 30 から 110mm 程度であり，測定の際には，

試験片の両面を用いてトラバース長が 2400mm となるようにした。 

スライス試験片の一例および気泡組織の測定状況を，それぞれ写真 3.3.1 および写

真 3.3.2 に示す。 
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写真 3.3.1 スライス試験片の一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.3.2 気泡組織の測定状況 
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３．４ コア試料の調査結果 

 

（１）超音波伝播速度 

超音波伝播速度の測定結果を，劣化部のコア試料側面のひび割れ分布図（展開図）

と合わせて図 3.4.1 に示す。同図より，劣化部の表面付近では，超音波伝播速度が低

下する傾向が認められた。劣化部のコア試料の側面を観察したところ，表面付近を中

心として円周方向の微細なひび割れが認められており，この範囲の超音波伝播速度が

低下している状況が確認される。このひび割れ分布より，調査対象とした用水路では，

凍害による内部劣化が進行していることが確認される。 

コア試料にこのような損傷が認められる理由として，表面に近いほど外部から水が

供給されやすく，また外気温の影響を受けやすいため，凍結融解の際の挙動が深さ方

向に異なったことが考えられる。その結果として，表面付近ほど損傷が著しく，また，

挙動の違いによるひび割れが表面と平行に発生したものと考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）No.1（左：超音波測定結果，右：劣化部のひび割れ分布） 

図-3.4.1 超音波測定結果およびひび割れ分布（その 1：No.1） 
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（b）No.2（左：超音波測定結果，右：劣化部のひび割れ分布） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）No.3（左：超音波測定結果，右：劣化部のひび割れ分布） 

図-3.4.1 超音波測定結果およびひび割れ分布（その 2：No.2 および No.3） 
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（d）No.4（左：超音波測定結果，右：劣化部のひび割れ分布） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（e）No.5（左：超音波測定結果，右：劣化部のひび割れ分布） 

図-3.4.1 超音波測定結果およびひび割れ分布（その 3：No.4 および No.5） 
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（f）No.6（左：超音波測定結果，右：劣化部のひび割れ分布） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（g）No.7（左：超音波測定結果，右：劣化部のひび割れ分布） 

図-3.4.1 超音波測定結果およびひび割れ分布（その 4：No.6 および No.7） 
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（h）No.8（左：超音波測定結果，右：劣化部のひび割れ分布） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（i）No.9（左：超音波測定結果，右：劣化部のひび割れ分布） 

図-3.4.1 超音波測定結果およびひび割れ分布（その 5：No.8 および No.9） 
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（２）動弾性係数 

 動弾性係数の測定結果を図 3.4.2 に示す。ここで，No.4 および No.9 の劣化部では，

スケーリングによって表面が剥落していたため，測定対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.2 動弾性係数の測定結果 

 

 

同図より，健全部の方が，劣化部よりも動弾性係数が大きい傾向が認められた。松

村ら 5）は，図 3.4.3 に示すように，促進凍結融解試験における相対動弾性係数と，圧

縮強度，曲げ強度，中性化速度係数およびひび割れ本数には，高い相関が認められる

として，相対動弾性係数を凍害の劣化程度を表す指標として適用することの妥当性を

報告しており，本調査の結果も同様の傾向を示しているものと言える。 
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図 3.4.3 相対動弾性係数とコンクリート性状の関係 5） 

 

 

コンクリートの相対動弾性係数と劣化の程度の関係については，既往の研究の調査

結果を踏まえて，以下のような見解が示されている 6）。すなわち，JIS A 1148 コンク

リートの凍結融解試験方法-2001 では，「試験の終了は，300 サイクルとし，それまで

に相対動弾性係数が 60％以下になったものは，そのサイクルで終了する」としており，

その注釈として，「相対動弾性係数が 50％以下になると一次共鳴振動数の測定が困難

となるため，測定の継続は望ましくない」ことを示している。このことを踏まえれば，

コンクリートの相対動弾性係数が 50％以下になると，著しい劣化となることが考えら

れ，60％が限界値の目安となることが示唆される。また，桂ら 7）は，コンクリートの

相対動弾性係数と長さ変化の関係について，相対動弾性係数が 90％程度以上では，ほ

とんど長さ変化が認められないものの，80％程度より低くなると，長さ変化が大きく

なる傾向を示すことを示しており，85％がコンクリートの品質に影響が生じてくる変

曲点の目安となり得ることを示している。 
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（３）超音波伝播速度と動弾性係数の関係 

 半無限体のコンクリートでは，理論的に動弾性係数と超音波伝播速度の間に式

（3.4.1）の関係がある 8）。 

 

      
( ) ( )

μ
μμρ

−
−+

=
1

211
g
V 2 ・

・
・

DE            （3.4.1） 

 

 ここで，ED：動弾性係数（kgf/cm2） 

     ρ：コンクリートの密度（kgf/cm3） 

     V：超音波伝播速度（cm/s） 

     g：重力加速度（980cm/s2） 

     μ：ポアソン比 

 

 同式に，実測のコンクリート密度および 0.2 と仮定したポアソン比を代入し，動弾

性係数の測定値から超音波伝播速度を算出した結果を，超音波伝播速度の測定値と比

較して図 3.4.4 に示す。 

同図より，健全部については，動弾性係数より算出した超音波伝播速度の方が，測

定値よりも低い値を示す傾向があるものの，概ね近い値を示している。劣化部につい

て比較すると，動弾性係数より算出した値は，ひび割れが発生している深さの測定値

の範囲にある傾向が認められる。 

また，動弾性係数より算出した超音波伝播速度の健全部と劣化部の値を比較すると，

劣化部の値が，健全部よりも低下しているものほど，測定値における表面付近の低下

が内部まで及んでいる傾向が認められる。このことより，動弾性係数の値は，コンク

リート表面付近の劣化の程度よりも劣化深さの影響を大きく受けることが示唆される。 
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      （a）No.1                              （b）No.2 

 

 

 

 

 

 

 

      （c）No.3                              （d）No.4 

 

 

 

 

 

 

 

      （e）No.5                              （f）No.6 

図 3.4.4 動弾性係数より算出される超音波伝播速度と測定値の比較 

（その 1：No.1 から No.6） 
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      （g）No.7                              （h）No.8 

 

 

 

 

 

 

 

      （i）No.9 

図 3.4.4 動弾性係数より算出される超音波伝播速度と測定値の比較 

（その 2：No.7 から No.9） 
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（４）空気量 

空気量の測定結果を図 3.4.5 に示す。この空気量は，硬化コンクリートの試験片を

測定して得られたものである。ここで，No.8 および No.9 の健全部の空気量が他の箇

所に比べて多いが，径の大きなエントラップトエアは確認されず，いずれも 0.1mm 前

後をピークとする気泡分布であった。調査対象のコンクリートには化学混和剤が使用

されていないため，気泡組織が不均一になりやすかった可能性が高く，施工の際にエ

アの巻込みや抜出しなどが生じて気泡組織が不均一になったことが想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.5 空気量の測定結果 

 

 

同図より，おおむね健全部の方が劣化部よりも空気量が多い傾向が認められた。No.2

および No.3 については，劣化部の方が健全部よりも空気量が多いものの，その差は小

さく，ほぼ同程度と考えられる範囲にあった。 

 

 

 

 

 

 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9

空
気

量
（
％

）

健全部

劣化部



 49

（５）気泡間隔係数 

 気泡間隔係数の測定結果を図 3.4.6 に示す。同図より，同一部位では，健全部の方

が劣化部よりも気泡間隔係数が小さい傾向が認められた。小林 9)は，室内における促

進凍結融解試験結果に基づき，我が国の環境条件で凍結融解抵抗性を確保するための

目安として 250µm を提案している。当該地域の供用期間 34～41 年における劣化部の

最小値は 409µm であり，この提案よりも大きな範囲にあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.6 気泡間隔係数の測定結果 

 

 

以上の結果より，調査対象とした用水路における凍害の劣化に対して，コンクリー

トの空気量および気泡間隔係数が影響を及ぼしたことが確認された。 
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（６）空気量と気泡間隔係数の関係 

 空気量と気泡間隔係数の関係を図 3.4.7 に示す。同図より，用水路のコンクリート

の空気量は，設計値が 1.5％であるため，ほとんどの測定値が 1.5％から，それ以下の

範囲に分布している。空気量に対する気泡間隔係数の値は大きくばらついており，こ

れは，前述のとおり，施工の際にエアの巻込みや抜出しなどが生じたためと推察され

る。既往の研究 10)，11)において，化学混和剤を用いたコンクリートの空気量と気泡間

隔係数の相関を示した報告があるが，本調査の範囲では良好な相関が得られなかった。

また，促進凍結融解試験において，0.01～1.0µm 付近の細孔径分布の変化が確認され

ているように 4），凍害による内部劣化の過程で微細なひび割れが生じ，気泡組織が変

化する可能性も考えられるところであるが，顕微鏡による測定の目安となる径 10µm

以上のオーダーの気泡の範囲 12）では，健全部の方が劣化部よりも空気量が多い結果

であり，内部劣化の影響が推察されるような傾向は認められなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.7 空気量と気泡間隔係数の関係 
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３．５ 水路施設の凍害調査のまとめ 

 

 北海道の空知地区において，水セメント比が 50％で，空気量が 1.5％の配合のコン

クリートによって構築された供用期間 34 年から 41 年の水路施設には，部分的な凍害

によるひび割れ，剥離および剥落が認められた。 

凍害による損傷が認められた 9 箇所を選定し，健全部と劣化部より，それぞれコア

試料を採取して各種試験を実施した結果，劣化部では，健全部よりも空気量が少なく，

また，気泡間隔係数が大きい傾向が確認された。 

このことより，当該水路施設における凍害の顕在化には，コンクリート打込みの際

のエアの巻込みや締固めによるエアの抜出しなどによって生じた不均一な気泡組織が

多大な影響を及ぼしたものと考えられる。 
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第４章 凍害予測手法の構築 

 

 

４．１ 凍害のモデル化 

 

（１）モデル化の概要 

北海道に約 40 年間供用された水路施設の調査によって得られた知見などを踏まえ，

凍害モデルを構築した。モデル化にあたっては，凍害による劣化の進行に影響を及ぼ

す要因が多岐にわたることから，現象を精緻にモデル化するプロセスを経るのではな

く，工学的な判断に基づき，調査対象の水路施設および既往の凍結融解試験における

傾向を再現することが可能な回帰式を考案することとした。 

以下のモデル化では，まず，劣化に影響を及ぼす指標として，飽水していない空気

量および凍結融解履歴の影響を表す指標という 2 つを定義し，次に，相対動弾性係数

を劣化の指標とする式を決定した。ここで示される相対動弾性係数の値は，コンクリ

ート表面より 200mm 程度の範囲の劣化を表すものである。採取したコア試料の調査

結果によれば，用水路における動弾性係数の低下は，主としてコンクリート表面から

内部にかけて発生したひび割れによって生じたものと考えられることから，本モデル

で考慮される事象は，凍結融解の繰返しによって生じるコンクリート表面および内部

のひび割れの程度と捉えることができる。 

なお，本モデルでは，評価の対象期間をコンクリート構造物の供用期間として考え

ており，初期の水和反応による強度増進の影響を考慮していない。このため，長期間

の評価に影響を及ぼすものではないが，新設構造物の初期時点の評価については，コ

ンクリートの水和による強度増進の影響を受ける可能性があることに留意が必要であ

る。 

実構造物への適用性が高い凍害劣化予測と考えられる山下の方法 1）および石井らの

方法 2）の 2 つの方法と，本研究で提案する凍害モデルとの違いについては，以下に示

すとおりである。 

まず，凍害劣化予測に考慮されるコンクリートの材料特性について，山下の方法 1）

は，圧縮強度，気泡間隔係数，全細孔量および凍結水量を組み合わせた耐凍害指標を

用いるものであるが，空気量および飽水度の影響が考慮されていない。また，石井ら
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の方法 2）は，促進凍結融解試験結果の活用により，材料特性を包括的に考慮した評価

を行うものであるが，そのために，空気量，飽水度および気泡間隔係数の個々の影響

を評価できない。よって，いずれの方法も用水路の調査で確認された凍害の傾向を再

現することができない。 

本研究の凍害モデルは，用水路の調査で確認された傾向を踏まえ，コンクリートの

空気量，飽水度および気泡間隔係数を考慮することが可能なものである。 

その他の材料特性として，全細孔量および凍結水量については，セメント水比およ

び最低温度と相関があるとした石井らの方法 2）によって考慮することとし，圧縮強度

や骨材品質などについては，モデル中に係数を設けて包括的に考慮している。 

一方，凍害による劣化の過程については，山下の方法 1）および石井らの方法 2）と同

様に，本研究でも，これを力学的疲労問題として捉え，線形劣化累積損傷理論によっ

て考慮しようとしている。 
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（２）飽水していない空気量の導入 

 コンクリートの空気量および気泡間隔係数が，凍害による劣化に影響を及ぼす機構

は，以下のように説明される 3)。まず，コンクリートの凍害は氷晶形成による直接的

な圧力のみでなく，それに伴う水の移動圧にもよるものとされている。コンクリート

中の気泡には，圧力に対する体積変化が容易な空気が存在し，水の凍結に伴う水流と

しての体積増加を吸収する。このため，移動した水流の逃げ場となる気泡量およびそ

の間隔が凍結融解抵抗性に影響を及ぼす。よって，Neville4)や永倉 5)などが促進凍結融

解試験を基に確認しているように，気泡の飽水状態によって凍結融解作用を受けた際

の影響が異なることが推察される。すなわち，コンクリートの気泡中における飽水し

ていない部分の体積が，凍害の劣化状態と高い相関を示すものと考えられる。このこ

とを踏まえ，凍害モデルの構築では，コンクリート体積に対する飽水していない空気

量 Vd という指標を導入することとし，これを式(4.1.1)のように定義した。 

 

      ( )1001 RVV ad −=                      （4.1.1） 

 

 ここで，Vd：飽水していない空気量（％） 

     Va：硬化コンクリートの空気量（％） 

     R：相対含水率（％） 

 

 上式の相対含水率 R は，秋田ら 6)が定義した指標であり，コンクリートを 105℃で

炉乾燥した状態を 0％とし，水中養生後の飽水状態を 100％と考えるものである。相対

含水率 R は，式(4.1.2)によって算出される。 
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･

−+

++−
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      （4.1.2） 

 

ここで，H：相対湿度（％） 

    W/C：水セメント比（％） 
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実際には，式(4.1.2)は細孔も含めたコンクリート全体の相対含水率を示すものであ

り，気泡のみに生じる水分移動を評価しているものではないと考えるのが妥当である

が，式(4.1.1)では，空気量における飽水の度合いが，細孔も含めたコンクリート全体

の相対含水率と同様の割合であると仮定した。 

用水路の調査結果の空気量を基に，飽水していない空気量 Vd を算出すると図 4.1.1

に示すようになる。ここで，前掲の表 3.2.1 において，現地状況より推察される水の

影響の有無を「なし」と記載した部位の相対湿度には，岩見沢市の 1999 年から 2003

年までの 5 年間の平均値である 77.9％を用い 7)，それ以外の水の供給が推察される部

位の相対湿度には 100％を用いた。実際の用水路における相対湿度は，日々刻々と変

化するものであるが，本研究では，コンクリート構造物の供用期間という長期間を対

象とした評価を目的としているため，短時間における変化を考慮する必要性は低いも

のと判断し，5 年間の平均値を与えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.1 飽水していない空気量 

 

 

同図より，健全部の方が劣化部よりも飽水していない空気量が多いことが確認され，

その傾向は図 3.4.4 の空気量を指標とする場合よりも顕著であることが確認できる。 
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（３）凍結融解履歴の影響を表す指標の導入 

 コンクリートが凍結融解作用を受けるとき，凍結融解回数と凍結時における最低温

度が劣化に影響を及ぼすことが知られている。これは，硬化セメントペースト中の水

分が，空隙の寸法効果によって融点降下を示し，凍結時の最低温度に応じて凍結水量

が異なるためであり，Helmuth8)や Blachre9)，盛岡ら 10)によって細孔径と相変化温度の

関係が示されている。鎌田・洪 11)は，このことを実験によって確認し，盛岡らの提案

式が他の提案式よりも現象に近い値を示すことを報告している。石井ら 2)は，細孔径

分布および最低温度を基に樋口式によって求めた凍結水量とセメント水比に相関があ

ることを確認し，相対動弾性係数が 60％となる凍結サイクル数を破壊サイクル数と定

義して式(4.1.3)のように示している。 

 

      
( ){ } ( )[ ]43.1/ln15.304.0/ln14.010 +++= WCWCN θ

           （4.1.3） 

 

 ここで，N：破壊サイクル数 

     θ：凍結融解の凍結時の最低温度（℃） 

     C/W：セメント水比 

 

 凍害モデルの構築では，1 回の凍結融解作用が劣化に及ぼす影響の程度を表す相対

的な指標として 1/N を用いることとし，供用期間中の凍結融解履歴の影響を表す指標

FT を式(4.1.4)のように定義した。 

 

∑
=

=
m

i i
m NFT

1

1                        （4.1.4） 

 

 ここで，FTm：m 回の凍結融解作用を受けた際の凍結融解履歴の影響を表す指標 

     Ni：i 回目の凍結融解作用における最低温度およびセメント水比を基に，式

(4.1.3)によって算出される破壊サイクル数 

 

 凍結融解履歴の影響を表す指標 FT は，凍結融解作用を受けるほど大きな値となる

ため，供用期間が長いほど大きな値となる。 
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（４）相対動弾性係数を指標とする凍害モデル 

 以上の指標を導入し，コンクリートの空気量および気泡間隔係数が，相対動弾性係

数の経年変化に及ぼす影響を再現することが可能な凍害モデルとして式(4.1.5)を考え

た。 

 

      ( ) ( ) ( )mmdmpm tfFTVfFTLfP ･･･ ,,100=            （4.1.5） 

 

 ここで，PPm：m 回の凍結融解作用を受けた際の相対動弾性係数（％） 

     L：気泡間隔係数（µm） 

     FTm：m 回の凍結融解作用を受けた際の凍結融解履歴の影響を表す指標 

     Vd：飽水されていない空気量（％） 

     tm：m 回の凍結融解作用を受けた際の供用期間（年） 

 

同式では，用水路の調査結果において空気量と気泡間隔係数の間に良好な相関が得

られなかったことを考慮し，これらを関係付けなかった。藤原ら 12）によれば，同一

県内における 59 のレディーミクストコンクリート工場で実際に製造されているレデ

ィーミクストコンクリートの耐久性指数について調査し，硬化コンクリートの空気量

と気泡間隔係数の関係として整理した結果，図 4.1.2 に示すような傾向が得られてい

る。これによれば，同一の気泡間隔係数であっても，空気量によって耐久性指数が 60％

以上となる場合および 60％未満となる場合があり，こうした傾向を検討する上でも，

空気量および気泡間隔係数を関係付けない方が，都合がよいものと考えられる。 

また，その影響は小さいことが推察されるものの，凍結融解作用以外の理由によっ

て相対動弾性係数が経年変化する可能性も考慮し，式中に供用期間を加えた。 
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図 4.1.2 空気量および気泡間隔係数と耐久性指数の関係 12） 

 

 

次に，既往の促進凍結融解試験に基づく以下の知見を参考にして回帰式を決定した。

Cordon・Merrill 13)や岡田・六車 14)などは，促進凍結融解試験の耐久性指数と空気量の

関係を示しており，いずれの結果においても，図 4.1.3（a）に示すような，空気量が

少ない範囲では耐久性指数が 0 に近く，空気量の増加に伴って耐久性指数が高くなり，

さらに空気量が多い範囲では，耐久性指数が高い範囲でほぼ一定の値をとる傾向が得

られている。また，Neville4)や小林 15)などは，促進凍結融解試験の耐久性指数と気泡

間隔係数の関係を示しており，いずれも，図 4.1.3（b）に示すような，気泡間隔係数

が大きくなるほど耐久性指数が低くなる傾向が得られている。これらの傾向は，複数

の研究によって確認されており，凍結融解履歴を受けた実構造物においても該当する

ものと考えられる。 
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（a）耐久性指数と空気量の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）耐久性指数と気泡間隔係数の関係 

図 4.1.3 既往の促進凍結融解試験で得られた傾向 
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以上を踏まえ，図 4.1.3 を再現することができ，かつ，供用開始時点では，空気量

および気泡間隔係数によらず相対動弾性係数が 100％となり，著しい凍結融解作用を

受ける場合であっても相対動弾性係数が 0％より低い値にならないことを前提とする

式(4.1.6)を決定した。 

 

      ( )
( ){ }[ ]eFTdVc

tbFTLaP
d

p
+−−+

−−
=

･

･･･

exp1
exp100                （4.1.6） 

 

ここで，PP：相対動弾性係数（％） 

    L：気泡間隔係数（µm） 

    FT：凍結融解履歴の影響を表す指標 

    t：供用期間（年） 

    Vd：飽水されていない空気量（％） 

    a,b,c,d,e：係数 

 

式(4.1.6)中には，図 4.1.3 を再現するための回帰係数として a,b,c,d,e が含まれている。

現状では，用水路の調査結果のような実構造物のデータや促進凍結融解試験の結果な

どを回帰することによって各係数を算出することが必要である。今後，様々なデータ

の蓄積により，これらの回帰係数に影響を及ぼす要因を詳細に考察していくことが必

要と考えられる。特に，同式の凍害モデルには，環境条件の影響が考慮されているが，

使用材料の特性が考慮されていないため，コンクリート配合や強度，骨材種類などの

違いによって，これらの係数がどのように変化するのか検討することが必要と考えら

れる。 

図 4.1.3 に示す傾向は，プレーンコンクリートおよび AE コンクリートのいずれの場

合にも，該当するものと考えられるが，前述のとおり，式(4.1.5)および式(4.1.6)では，

用水路のプレーンコンクリートを対象とした調査結果を再現できるように空気量と気

泡間隔係数を関係付けていない。したがって，AE コンクリートを対象とする場合に

は，空気量と気泡間隔係数の相関について検討の上，それぞれの値を与えることを検

討することが必要と考えられる。 
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４．２ 凍害モデルによる用水路調査結果の再現性の検討 

 

（１）調査結果の再現性の検討概要 

 用水路の調査結果を用いて式(4.1.6)の係数 a,b,c,d,e を回帰し，凍害モデルによる相

対動弾性係数の再現性を検討した。 

 

 

（２）相対動弾性係数の推定方法 

 用水路の調査では動弾性係数を測定したが，凍害モデルでは相対動弾性係数を劣化

の指標としているため，初期の動弾性係数を推定して相対動弾性係数を算出した。 

本検討では，セメント水比から式(4.2.1)によって材齢 28 日の圧縮強度を推定し 14)，

推定された圧縮強度を基に式(4.2.2)によって初期の動弾性係数を推定した 16)。 

 

     WCC 136131+=σ                     （4.2.1） 

 

     342.03.5 CDE σ=                        （4.2.2） 

 

ここで，σc：圧縮強度（kgf/cm2） 

    C /W：セメント水比 

    ED：初期の動弾性係数（kN/mm2） 

 

材齢 28 日の圧縮強度を推定する場合，凍害による劣化が生じていない部位からコ

ア試料を採取して圧縮強度試験を行い，長期材齢における圧縮強度の増進を考慮して

求める方法が最も確実と考えられるが，本調査では，外観上，健全部と判断される部

位でも，凍結融解繰返しの影響を受けた可能性が高いことを考慮し，上記の方法とし

た。 
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（３）凍結融解履歴の影響を受ける係数の推定 

 凍結融解履歴の影響を示す係数 FT の推定には，外気温の履歴が必要である。本検

討では，岩見沢市で観測された 1999 年から 2003 年までの 5 年間の日最高気温および

日最低気温を用い 7)，これが 5 年ごとに繰り返されるものと仮定して供用期間 34 年か

ら 41 年の外気温の履歴を推定することとした。しかし，この値は地上から 1.5m の高

さに設置された百葉箱で測定されたものあり，実構造物の表面温度と異なることが推

察される。宗岡ら 17)は，冬期における百葉箱中の温度と東西南北の各方向に面する傾

斜表面の温度を測定し，百葉箱よりも東西南北の各表面の方が，平均気温が，それぞ

れ 4.7℃，2.9℃，6.6℃および 2.3℃高いことを示している。この違いは日射などの影

響によるものと考えられるため，本検討では，日射の影響を受ける日中の最高気温に，

方位に応じてそれぞれの値を加え，用水路の表面における外気温の履歴として扱った。

最低気温については，日射の影響を受けない夜間に観測される値であることから，余

熱の影響なども考えられるものの，百葉箱で観測された温度を用いることとした。以

上の考えを用い，各方位の外気温履歴を推定し，0℃以下に低下した外気温が 0℃以上

に上昇した場合に 1 回の凍結融解が生じるものとして算出した百葉箱および各方位の

地表面の凍結融解回数を表 4.2.1 に示す。同表より，各方位の凍結融解回数は，多い

順に，南，東，西および北となった。 

 

表 4.2.1 百葉箱および各方位の凍結融解回数 

凍結融解回数（回） 
西暦 

百葉箱 東向き 西向き 南向き 北向き 

1999 71 134 112 140 107 

2000 68 135 116 143 104 

2001 60 116 92 135 85 

2002 82 128 114 135 101 

2003 76 134 112 135 104 

平均 71.4 129.6 109.2 137.6 100.2 
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 以上のように方位を考慮して凍結融解履歴を推定した後，1 回の凍結融解ごとに，

最低温度およびセメント水比の 2.0 を基に，式(4.1.3)を用いて破壊サイクル数 N を算

出し，供用期間内における各凍結融解に対する 1/N の総和である凍結融解履歴の影響

を示す係数 FT を算出した。 
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（４）凍害モデルの回帰データの整理 

 式(4.1.6)の係数 a,b,c,d,e の推定に用いた回帰データを整理して表 4.2.2 に示す。ここ

で，気泡間隔係数 L については調査結果を用い，飽水されていない空気量 Vd について

は前掲の図 4.1.1 の値を用いた。 

 

表 4.2.2 回帰に用いた用水路のデータ 

No. 部位 
相対動弾性

係数 PP（％） 

供用期間 

t（年） 

気泡間隔係

数 L（μm）

未飽水の気

泡量 Vd（％） 

凍結融解履

歴係数 FT 

健全部 69.9 35 325 0.01 20.31 
1 

劣化部 31.2 35 409 0.01 20.31 

健全部 73.1 35 774 0.24 29.38 
2 

劣化部 13.3 35 1362 0.01 29.38 

健全部 58.3 35 792 0.15 29.38 
3 

劣化部 4.6 35 1235 0.01 29.38 

健全部 73.3 35 369 0.45 29.38 
4 

劣化部 0.0 35 639 0.00 29.38 

健全部 71.9 34 849 0.36 19.73 
5 

劣化部 48.4 34 1269 0.12 19.73 

健全部 71.9 34 622 0.48 19.73 
6 

劣化部 51.5 34 1269 0.12 19.73 

健全部 82.5 34 339 0.33 19.73 
7 

劣化部 58.8 34 561 0.12 19.73 

健全部 67.5 41 261 1.44 21.28 
8 

劣化部 34.8 41 563 0.18 21.28 

9 健全部 71.6 41 301 0.93 34.42 
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（５）凍害モデルによる相対動弾性係数の再現性 

 以上のように用水路の調査結果を整理した表 4.2.2 のデータを式(4.1.6)に代入し，回

帰によって係数 a,b,c,d,e を求めて得られた予測式を式(4.2.3)に示す。 

 

      
( )

( ){ }[ ]75.0030.010exp1
005.0000018.0exp100

+−−+
−−

=
FTV

tFTLP
d

p
･

           （4.2.3） 

 

 ここで，PP：相対動弾性係数（％） 

     L：気泡間隔係数（µm） 

     FT：凍結融解履歴の影響を表す指標 

     t：供用期間（年） 

     Vd：飽水されていない空気量（％） 

 

 式(4.2.3)による予測値と実測に基づく推定値の比較結果を図 4.2.1 に示す。図中，誤

差の大きなデータに[1]から[4]の番号を付記した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.1 相対動弾性係数の予測値と実測値の比較 
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同図より，凍害モデルによる相対動弾性係数の予測値は，誤差の大きなデータもあ

るものの，供用期間や環境条件の異なる複数のデータに対して，おおむね傾向を捉え

ている。誤差の大きなデータに着目すると，西向きの[1]は実測値よりも高く予測され

たが，これは H.W.L.と L.W.L.の間から取得したデータであり，こうした箇所ではモデ

ルで考慮されない水流の影響によって予測値よりも低い値となることが推察される。

また，北向きの[2]は実測値よりも高く推定され，南向きの[3]および[4]は低く推定さ

れる傾向があった。これらは，水の影響を受けない箇所より取得したデータであり，

相対湿度の影響によって誤差を生じた可能性が高いものと考えられる。すなわち，北

向きでは，日射を受けないため，結露などの影響によってコンクリートの相対含水率

が高くなることが考えられ，これを考慮して高い相対湿度を与えれば，予測値はより

低い値を示す。一方，南向きでは，日射の影響によってコンクリートの相対含水率が

低くなることが考えられ，これを考慮して低い相対湿度を与えれば，予測値はより高

い値を示す。ただし，これらの方位より取得した他のデータが傾向を捉えていること

を踏まえると，他の要因の影響を受けた可能性もあり得るところである。 

以上のことより，構築した凍害モデルによって，実構造物の相対動弾性係数をおお

むね再現できるものと考えられる。 
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４．３ 凍害予測手法の構築のまとめ 

 

 凍害環境におけるコンクリート構造物の相対動弾性係数の経年変化に対して，硬化

コンクリートの空気量および気泡間隔係数が及ぼす影響を評価することが可能な凍害

モデルを，式（4.3.1）のように提案した。 

 

      ( )
( ){ }[ ]eFTdVc

tbFTLaP
d

p
+−−+

−−
=

･

･･･

exp1
exp100                （4.3.1） 

 

ここで，PP：相対動弾性係数（％） 

    L：気泡間隔係数（µm） 

    FT：凍結融解履歴の影響を表す指標 

    t：供用期間（年） 

    Vd：飽水されていない空気量（％） 

    a,b,c,d,e：係数 

 

同式中の係数は，凍結融解試験結果や実構造物の調査データを基に回帰して与える

ものであり，今後，コンクリート強度や骨材種類などの使用材料が，この係数に及ぼ

す影響を検討していくことが必要と考えられる。 

また，提案した凍害モデルにより，北海道の空知地区における水路施設の相対動弾

性係数をおおむね再現できることが確認された。 
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第５章 促進凍結融解試験による凍害モデルの検証 

 

 

５．１ モデルの検証概要 

 

凍害モデルを適用する場合，現状では，促進凍結融解試験結果などを基に係数

a,b,c,d,e を推定し，構造物の供用期間における凍害の進行を予測することとなる。こ

の手法の妥当性について，最低温度を-18℃および-10℃とする 2 種類の促進凍結融解

試験を行って検証した。 

モデルの検証方法については，最低温度を-18℃とする促進凍結融解試験によって得

られる予測式を用いて実構造物における凍害の進行を予測し，その整合性を評価する

方法が採用されるべきであるが，検証するためのデータが揃った適切な実構造物を得

ることが困難であったため，実環境に見立てて最低温度を-10℃とした促進凍結融解試

験を実施することとした。 

すなわち，-18℃の促進凍結融解試験結果によって係数 a,b,c,d,e を推定し，得られる

予測式を用いて環境条件が異なる-10℃の促進凍結融解試験の相対動弾性係数の経時

変化を再現することが可能であるかを評価し，凍害モデルの検証を行うこととした。 

本モデルは，化学混和剤を用いないコンクリート（以下，プレーンコンクリート）

の調査で得られた知見を基に構築されたものであるが，検証ではモデルの汎用性を高

めることを意図して，プレーンコンクリートと，AE 減水剤および AE 助剤を用いたコ

ンクリート（以下，AE コンクリート）の 2 種類を対象とした。 

なお，前掲の表 3.1.1 に示した岩見沢市の凍結融解回数 1）によれば，最低温度が-5℃

から-10℃の範囲となる凍結融解は，年間に概ね 20 回程度であり，最低温度が-10℃以

下となる凍結融解は，年間に概ね 10 回程度である。 
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５．２ 使用材料およびコンクリート配合 

 

使用材料およびコンクリート配合を，それぞれ表 5.2.1 および表 5.2.2 に示す。同表

に示すとおり，本試験では，細骨材として，密度 2.64g/cm3 および吸水率 1.10％の小

笠原産山砂と佐原産山砂の混合砂を使用し，粗骨材として最大寸法 20mm，密度

2.65g/cm3 および吸水率 0.62％の青梅産砕石を使用した。 

 

表 5.2.1 使用材料 

材料 記号 摘要 

セメント C 普通ポルトランドセメント，密度 3.16g/cm3 

細骨材 S 
小笠山産山砂と佐原産山砂を 8:2 の割合で混合， 

密度 2.64g/cm3，吸水率 1.10% 

粗骨材 G 
青梅産砕石，Gmax20mm，密度 2.65g/cm3， 

吸水率 0.62% 

Ad1 AE 減水剤（高変性ポリオール複合体） 
混和剤 

Ad2 AE 助剤（変性ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤） 

 

 

表 5.2.2 コンクリート配合 

単位量（kg/m3） 
種類 

Gmax

(mm)

スラン

プ(cm) 

W/C

(％)

空気量

(％) 

s/a

(％) W C S G 

Ad1 

(C%) 

Ad2

(C%)

プレーンコ

ンクリート 
20 3.5 55 1.6 42.0 168 305 796 1107 － － 

AE コンク

リート 
20 12.5 55 4.6 45.0 168 305 820 1006 0.25 0.20
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５．３ 試験方法 

 

上記の 2 種類のコンクリートを用い，JIS A 1148 コンクリートの凍結融解試験方法

-2001 に準じて，最低温度を-18℃とする促進凍結融解試験を行った。また，同様の方

法により，最低温度を-10℃とする促進凍結融解試験を実施した。 

試験終了後，最低温度を -10℃とする促進凍結融解試験の供試体の中央付近より

100×100×20mm の試料を採取し，100×100mm の面の中心部 80×80mm の範囲を対象と

して，ASTM C457 顕微鏡による硬化コンクリートの気泡システムのパラメータと空気

量の測定方法-2006 のリニアトラバース法によって空気量および気泡間隔係数を測定

した。また，最低温度を-18℃とする促進凍結融解試験の供試体については，試験後の

供試体の劣化が著しく，試料採取が不可能であったため，供試体作製時に同時に作製

した 100×100×400mm の供試体から試料を採取して空気量および気泡間隔係数を測定

し，各値を促進凍結融解試験に供したコンクリートの値として扱った。 
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５．４ 試験結果 

 

 最低温度を-18℃および-10℃とする促進凍結融解試験を，それぞれ図 5.4.1 および図

5.4.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.1 最低温度を-18℃とした促進凍結融解試験の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.2 最低温度を-10℃とした促進凍結融解試験の結果 
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最低温度を-18℃とする促進凍結融解試験におけるプレーンコンクリートの相対動

弾性係数は，30 サイクルで 20％程度の値となり，60 サイクルで 0％となった。また，

AE コンクリートの相対動弾性係数は，300 サイクル以降，緩やかに低下し，900 サイ

クルで 80％程度となり，1100 サイクルで 60％を下回った。試験終了後の供試体を観

察したところ，プレーンコンクリートの供試体は，ほとんど外観上の変化がなく，AE

コンクリートの供試体は表面に骨材が現れている状態であった。 

最低温度を-10℃とする凍結融解試験におけるプレーンコンクリートの相対動弾性

係数は，180 サイクル以降，低下する傾向を示し，210 サイクル程度で 60％を下回っ

た。また，AE コンクリートの相対動弾性係数は，長期間に及ぶ試験の過程で 95％程

度まで低下することもあったものの，ほとんど低下しなかった。600 サイクル付近お

よび 1300 サイクル付近で若干回復しているような傾向を示しており，これはコンクリ

ート表面の状態などの影響を受けた可能性も考えられるところであるが，明確な理由

は分からなかった。最終的に，写真 5.4.1 に示すように供試体表面の骨材の露出が顕

著となった時点で試験を終了した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.4.1 AE コンクリートの最低温度を-10℃とした試験終了後の状況 

 

 

最低温度-10℃ 

AE コンクリート 

試験終了時 
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いずれの温度条件においても，エントレインドエアの導入による凍結融解抵抗性の

向上効果が確認される結果となった。また，いずれのコンクリートについても，最低

温度を-10℃とする凍結融解試験結果の方がサイクル数に対する相対動弾性係数の低

下が小さく，凍害の劣化程度に及ぼす最低温度の影響 2）が確認される結果となった。 

各供試体の空気量および気泡間隔係数を図 5.4.3 に示す。硬化したプレーンコンク

リートの空気量および気泡間隔係数は，それぞれ 0.3～1.0％および 379～815µm の範

囲にあった。また，硬化した AE コンクリートの空気量および気泡間隔係数は，それ

ぞれ 2.6～3.1％および 273～323µm の範囲にあった。本試験では，AE コンクリートの

方が，プレーンコンクリートよりも空気量が多く，気泡間隔係数が小さくなっており，

妥当な傾向を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）空気量 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）気泡間隔係数 

図 5.4.3 空気量および気泡間隔係数の測定値 
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５．５ モデルの検証 

 

 プレーンコンクリートについて，最低温度を-18℃とする促進凍結融解試験の回帰式

を図 5.5.1 に示す。ここで，回帰係数 a,b,c,d,e の算出にあたっては，試験条件が水中凍

結水中融解であることから，相対湿度を 100％として飽水していない空気量 Vd を算出

した。また，促進凍結融解試験における 1 サイクルの凍結融解の最低温度である-18℃

およびセメント水比の 1.81 を基に，式(4.1.3)を用いて破壊サイクル数 N を算出し，デ

ータ採取の各サイクル数における 1/Nの総和である凍結融解履歴の影響を示す係数 FT

を算出した。これらの値と気泡間隔係数 L の測定値を代入して回帰係数 a,b,c,d,e を算

出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.1 プレーンコンクリートの凍害モデルへの回帰 

 

 

回帰式を用いて，最低温度が-10℃の促進凍結融解試験の供試体を解析した結果を試

験結果と比較して図 5.5.2 に示す。同図より，解析結果と試験結果はほぼ同様の傾向

を示している。 
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図 5.5.2 プレーンコンクリートの解析値と試験値の比較 

 

 

また，AE コンクリートについて，最低温度を-18℃とする促進凍結融解試験を図 5.5.3

に示す。図中に示す回帰式は，プレーンコンクリートと同様の手順によって回帰係数

a,b,c,d,e を算出したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.3 AE コンクリートの凍害モデルへの回帰 
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最低温度が-10℃の凍結融解試験の供試体の解析結果と試験結果の比較を図 5.5.4 に

示す。最低温度を-10℃とする供試体については，相対動弾性係数が低下する前に試験

を終了したものの，本試験の範囲では，ほぼ同様の傾向を示している。 

以上の結果から，凍害モデルにより，促進凍結融解試験における相対動弾性係数の

低下を再現することが可能と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.4 AE コンクリートの解析値と試験値の比較 
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５．６ 凍害モデルの係数に関する考察 

 

（１）促進凍結融解試験の AE コンクリートと用水路の係数の違いについて 

促進凍結融解試験結果の回帰によって得られたプレーンコンクリートおよび AE コ

ンクリートの凍害モデルの係数 a,b,c,d,e を，用水路の調査結果より得られた値と併せ

て表 5.5.1 に示す。 

 

表 5.5.1 凍害モデルの係数 

コンクリートの種類 a b c d e 

プレーン 

コンクリート 
0.00014 0.005 40 0.25 -0.49 

促進凍結

融解試験 
AE コンクリート 0.000010 0.005 20 0.00050 -0.47 

用水路 
用水路の 

コンクリート 
0.000018 0.005 10 0.030 0.75 

 

 

 同表より，促進凍結融解試験のプレーンコンクリートと AE コンクリートは，同一

材料を用い，配合もほぼ同様であるが，係数の値が異なる結果となった。この理由と

して，プレーンコンクリートの相対動弾性係数が急激に低下したのに対し，AE コン

クリートの相対動弾性係数は徐々に低下しており，破壊の形態に違いがあったことの

影響が示唆される。調査した用水路のコンクリートの劣化に近い挙動を示しているの

は，AE コンクリートの供試体の方と考えられる。 

AE コンクリートと用水路のコンクリートの凍害モデルの係数の各値を比較してみ

ると，式の形から，気泡間隔係数に関連する a の値が大きい用水路のコンクリートの

方が，AE コンクリートよりも，同一の気泡間隔係数において早期に相対動弾性係数

の低下が生じる結果となっている。 

また，飽水されていない空気量に関連する係数については，c，d および e の 3 つが

あるために傾向が把握しにくくなっているが，c が大きい AE コンクリートの方が，
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同じ凍結融解履歴における健全と劣化の違い，すなわち相対動弾性係数の高低が顕著

に現れやすい結果である。d および e については，相対動弾性係数の低下速度に影響

を及ぼす係数であり，d が大きいほど，また e が小さいほど，早期に低下する傾向と

なるが，AE コンクリートおよび用水路のコンクリートでは，これらが相反する結果

になっている。これは，回帰によって値を得ているために生じることであるが，全体

としては，d の値が著しく小さい用水路のコンクリートの方が，飽水されていない空

気量が同一の場合において，早期に相対動弾性係数の低下が生じる結果である。 

 例えば，硬化コンクリートの空気量および気泡間隔係数を，AE コンクリートの供

試体と同様に，それぞれ 3.1％および 273µm とした場合の促進凍結融解試験結果を予

測して比較すると，図 5.5.5 のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.5 AE コンクリートと用水路のコンクリートの比較 
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（２）促進凍結融解試験の AE コンクリートと用水路の使用材料について 

 凍害モデルの係数には，コンクリート強度や骨材種類などの使用材料が多大な影響

を及ぼすことが考えられるため，本研究における AE コンクリートと用水路のコンク

リートの使用材料について，以下に示す。 

用水路のコンクリートの使用材料に関する情報は，配合のみしか現存しない。AE

コンクリートおよび用水路のコンクリートの水セメント比について比較すると，それ

ぞれ 55％および 50％であり，用水路のコンクリートの方が耐凍害性に優れた仕様であ

るものの，大差ない範囲と言える。 

コンクリートの耐凍害性に大きな影響を及ぼす使用材料の要因の一つとして，粗骨

材の品質がある。用水路のコンクリートについては，粗骨材の品質に関する情報が無

いが，AE コンクリートについては，最大寸法 20mm，密度 2.65g/cm3 および吸水率 0.62％

の青梅産砕石が使用されている。阿波ら 3）は，粗骨材の密度および吸水率と，耐久性

指数の関係について，図 5.5.6 を示しており，それによれば，本研究の AE コンクリー

トに使用されている粗骨材は，耐凍害性に優れているものであることが確認される。

また，砕石を使用したコンクリートについて，三和 4）は，砂利を使用したものと同等

の耐凍害性を有することを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）粗骨材の密度と耐久性指数の関係 

図 5.5.6 粗骨材の密度および吸水率と，耐久性指数の関係 3） 

（その 1：粗骨材の密度と耐久性指数の関係） 
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（b）粗骨材の吸水率と耐久性指数の関係 

図 5.5.6 粗骨材の密度および吸水率と，耐久性指数の関係 3） 

（その 2：粗骨材の吸水率と耐久性指数の関係） 

 

 

以上のことより，本研究で使用した AE コンクリートの粗骨材は耐凍害性に優れた

ものであり，このことが凍害モデルの係数に大きな影響を及ぼしたことが示唆される。

今後，使用材料の違いが，凍害モデルの係数に及ぼす影響について，さらに考察して

いくことが必要と考えられる。 
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５．７ 促進凍結融解試験による凍害モデルの検証のまとめ 

 

 最低温度を-18℃とする促進凍結融解試験結果を基に凍害モデルの係数を推定し，得

られた予測式を用いて，最低温度を-10℃とした促進凍結融解試験の相対動弾性係数を

再現することが可能であるかを評価した。 

 その結果，プレーンコンクリートおよび AE コンクリートのいずれの供試体につい

ても，解析結果と試験結果はほぼ同様の傾向を示すことが確認された。 

このことから，促進凍結融解試験の結果などを基に凍害モデルの係数を設定するこ

とによって，コンクリートの相対動弾性係数の経時変化を再現することが可能である

ことが検証された。 

また，凍害モデルの係数には使用材料の違いが影響を及ぼし，本研究の AE コンク

リートと用水路のコンクリートの係数の違いには，粗骨材の品質が影響を及ぼした可

能性があった。 
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第６章 水路施設を対象とした事例解析 

 

 

６．１ 水路施設の事例解析の方法 

 

 前掲の表 4.2.2 に示した用水路の調査結果を凍害モデルに代入し，回帰係数を求め

て得られた式（6.1.1）（前述の式(4.2.3)と同じ式）を用い，用水路が設置される岩見沢

市の気象条件 1）を用いて，水路施設の凍害進行予測およびコンクリートの気泡組織に

関するパラメータスタディを行った。また，浸透性吸水防止材に関する暴露試験結果

を基に，浸透性吸水防止材による耐凍害性向上効果に関する試算を行った。ここで用

いた凍結融解の履歴は，前掲の表 4.2.1 の凍結融解回数より算出されるものであり，

供用年数に応じた凍結融解履歴の影響を表す指標 FT は表 6.1.1 に示すとおりである。

また，本解析では，コンクリートの品質の限界として，相対動弾性係数が 60％の状態

に着眼して考察を行った。 
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           （6.1.1） 

 

 ここで，PP：相対動弾性係数（％） 

     L：気泡間隔係数（µm） 

     FT：凍結融解履歴の影響を表す指標 

     t：供用期間（年） 

     Vd：飽水されていない空気量（％） 
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表 6.1.1 凍結融解履歴の影響を表す指標 FT の値 

供用年数 東向き 西向き 南向き 北向き 

10 年 7.3 5.8 8.39 5.2

20 年 14.6 11.6 16.8 10.4

30 年 21.9 17.4 25.2 15.6

40 年 29.2 23.2 33.6 20.8

50 年 36.5 29.0 42.0 25.9

 

 ここで得られる解析結果は当該施設のコンクリートのみに該当するものであるが，

これまでに，コンクリートの気泡組織が実構造物の凍害に及ぼす影響について示した

知見は少なく，寒冷地のコンクリート構造物の耐凍害性に関する有益な知見になり得

るものと考えられる。 

 また，構造物の構築の際に，コンクリートの空気量と気泡間隔係数を別々に制御す

ることは難しいと考えられるが，用水路の調査結果のように，既に構築された構造物

の空気量と気泡間隔係数が必ずしも高い精度で相関しない場合があることや，一つの

構造物の中でもこれらの値にばらつきが生じること，同一県内のレディーミクストコ

ンクリートにおいても空気量と気泡間隔係数の関係が広い範囲に分布する調査結果が

あること 2）などを考慮し，空気量および気泡間隔係数のパラメータスタディを，それ

ぞれ行った。 
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６．２ 水路施設の凍害進行予測 

 

 用水路の供用開始から供用期間 50 年までの経時的な凍害の進行を予測した。検討ケ

ースは表 6.2.1 に示す 2 ケースとした。ケース 1 では劣化部を想定しており，硬化コ

ンクリートの空気量および気泡間隔係数として，それぞれ劣化部の平均値である 0.5％

および 913µm を与えた。一方，ケース 2 では，フレッシュコンクリートに 4.5％の空

気量が混入され，かつ気泡間隔係数が 250µm に抑制された場合を想定した。ここで，

フレッシュコンクリートに 4.5％混入された空気量が，施工の過程で 3.0％まで減少す

ることについては，高橋の研究 3）を参考に想定した。予測結果を図 6.2.1 に示す。 

 

表 6.2.1 検討ケース 

No. 硬化コンクリートの空気量 気泡間隔係数 

ケース 1 0.5％ 913µm 

ケース 2 3.0％ 250µm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）ケース 1 

図 6.2.1 水路施設の凍害予測結果（その 1：ケース 1） 
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（b）ケース 2 

図 6.2.1 水路施設の凍害予測結果（その 2：ケース 2） 

 

 

 ケース 1 では，経年に伴う相対動弾性係数の低下が著しい順に，南向き，東向き，

西向き，北向きとなった。各方位の相対動弾性係数が 80％を下回る年数は 12 年から

15 年程度の範囲にあり，60％を下回る年数は 24 年から 35 年程度の範囲にあった。ま

た，供用期間 50 年の時点の相対動弾性係数は，南向き，東向き，西向きおよび北向き

において，それぞれ 1％，5％，28％および 39％であった。 

 一方，ケース 2 では，方位の違いによる相対動弾性係数の違いがほとんど認められ

なかった。このことからコンクリートの気泡組織を適切に制御した場合，供用期間が

50 年程度の構造物における方位の違いは，大きな影響を及ぼさないことが推察される。
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方位においても 50 年の間に 60％を下回ることはなかった。これまで，我が国の環境

条件に対して，コンクリートの気泡間隔係数を 250µm 以下とすることが，経験的に推

奨されてきたが 4)，当該用水路の条件で硬化コンクリートの空気量が 3.0％の場合，気
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泡間隔係数を 250µm に抑制することにより，50 年間にわたって相対動弾性係数を 60％

以上に確保できることが予測できる。なお，ACI の報告 5），6）では，コンクリートを

凍結融解作用から保護するために，気泡間隔係数を 200µm 以下に制御することを奨励

している。 
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６．３ 水路施設のパラメータスタディ 

 

（１）空気量に関するパラメータスタディ 

 硬化コンクリートの空気量について，気泡間隔係数を 250µm とした場合のパラメー

タスタディを行った。これは，コンクリート構造物の耐久性を確保するための気泡間

隔係数として 250µm が推奨されていることを踏まえたものである。パラメータスタデ

ィの結果を図 6.3.1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）東向き 

図 6.3.1 空気量に関するパラメータスタディ結果（その 1：東向き） 
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（b）西向き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）南向き 

図 6.3.1 空気量に関するパラメータスタディ結果（その 2：西向きおよび南向き） 
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（d）北向き 

図 6.3.1 空気量に関するパラメータスタディ結果（その 3：北向き） 
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めに必要な空気量は，それぞれ，0.5％程度以上，1.5％程度以上および 2.5％程度以上

であった。 

 北向きでは，空気量に対する相対動弾性係数の値が，4 方位の中で最も高くなり，

供用期間 40 年までは，空気量に係わらず相対動弾性係数を 60％以上に保持できる結

果となった。供用期間 50 年においては，空気量が 0.7％程度以上の範囲にある場合，

相対動弾性係数を 60％に保持できる結果となった。実際には，気泡間隔係数が 250µm

に制御された硬化コンクリートの場合，0.7％以上の空気量が確保される可能性が極め

て高いことから，同図に示す結果は，北向きにおいて気泡間隔係数が 250µm であれば，

50 年間にわたる凍結融解抵抗性が確保されていると判断することができることを示

している。 

 

（２）気泡間隔係数に関するパラメータスタディ 

 コンクリートの気泡間隔係数について，硬化コンクリートの空気量を 3.0％とした

場合のパラメータスタディを行った。これは，フレッシュコンクリートとして 4.5％

の空気量を含有した場合を想定しているものである。パラメータスタディの結果を図

6.3.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）東向き 

図 6.3.2 気泡間隔係数に関するパラメータスタディ結果（その 1：東向き） 
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（b）西向き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）南向き 

図 6.3.2 気泡間隔係数に関するパラメータスタディ結果 

（その 2：西向きおよび南向き） 
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（d）北向き 

図 6.3.2 気泡間隔係数に関するパラメータスタディ結果（その 3：北向き） 
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なり，気泡間隔係数を 1300µm 程度以内とすれば，供用期間 30 年まで相対動弾性係数

を 60％以上に保持できる結果となった。供用期間 40 年および 50 年において，相対動

弾性係数を 60％に確保するために必要な気泡間隔係数は，それぞれ 800µm 程度以下

および 550µm 程度以下であることが明らかとなった。 

  

（３）供用期間 50 年の耐久性確保のための気泡組織 

当該施設の相対動弾性係数を供用期間 50 年にわたって 60％以上に保持するために

必要な空気量および気泡間隔係数を図 6.3.3 に示す。同図では，プロットよりも空気

量が多い範囲あるいは気泡間隔係数が小さい範囲にある場合，相対動弾性係数を 60％

以上に保持できることを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.3.3 50 年間にわたって相対動弾性係数を 60％以上に保持するための 

空気量および気泡間隔係数 
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様に，空気量によらず最低限必要な気泡間隔係数の範囲が存在することが確認される。

また，例えば，硬化コンクリートの空気量を 3.0％程度混入させた場合であっても，

気泡間隔係数は，方位によって 320µm から 560µm 程度の範囲で違いがあり，同様に，

気泡間隔係数を 250µm 程度まで小さくしても，空気量は，方位によって 0.7％から 2.6％

程度の範囲で違いがあることが確認される。 

本検討では，一例として供用期間 50 年および相対動弾性係数 60％に着目した結果

を示したが，対象とする構造物の重要度などに応じて予定供用期間および相対動弾性

係数を設定することにより，コンクリートに要求される空気量および気泡間隔係数を

明確にすることができることが明らかとなった。 



 99

６．４ 浸透性吸水防止材による耐凍害性向上効果の定量化に関する試算 

 

（１）試算の目的 

 これまでの検討により，コンクリート構造物の耐凍害性に対して，空気量および気

泡間隔係数が多大な影響を及ぼすことが明らかとなった。したがって，コンクリート

構造物の耐凍害性を確保するためには，施工の際，これらの値を管理していくことが

重要であり，現在のところ，現位置におけるフレッシュコンクリートの空気量測定に

よる品質管理が行われることが一般的である。気泡間隔係数については，浜ら 7）によ

る浮力法や，Ansari8）による光ファイバセンサを利用した方法などの検討が進められ

ており，実用化が望まれる状況にある。 

 しかし，空気量および気泡間隔係数は，前述のとおり，施工の際に空気の巻込みや

抜出しなどが生じて不均一になる可能性があるのみでなく，コンクリートの練上り温

度の影響 9）や運搬時間などの影響も受けるため，構築されたコンクリート構造物の空

気量および気泡間隔係数が，所要の範囲に入っていないような状況もあり得るものと

考えられる。実際，本研究において調査対象とした用水路においても，これらの値に

は，広い範囲でばらつく傾向が認められた。硬化コンクリートの空気量および気泡間

隔係数が，所要の範囲より大きく外れてしまった場合には，構造物の撤去および再構

築を検討すべきであるが，所要の範囲に近い範囲で外れた場合には，耐凍害性を向上

させるための予防保全などを検討することが合理的である。その場合，実施しようと

する耐凍害性向上対策による効果を，凍害モデルによって定量化することが求められ

る。ここで，耐凍害性向上対策は，簡易でコストが低く，その後の維持管理が容易で

あることが望ましいと考えられる。例えば，表面被覆工法の場合，何層も塗重ねを行

うことや，材料自体が劣化するために 10 年間隔程度で再施工が必要となることから，

この条件には合致しない。これらを満足する方法として，近年，学協会などで技術的

な知見が整理されつつある浸透性吸水防止材を塗布する方法 10），11），12）が考えられる。 

 以上の背景より，本試算では，用水路の空気量および気泡間隔係数が所要の値を得

られなかった場合を想定し，浸透性吸水防止材の中でも長期的な耐久性が期待できる

13）シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材 14）を適用した場合の耐凍害性向上効果を

凍害モデルによって定量的に表すことを試みた。 
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（２）浸透性吸水防止材の効果に関する暴露試験 

ａ）浸透性吸水防止材の効果の定量化について 

 浸透性吸水防止材は，コンクリート表面に塗布することによって内部に浸透し，水

の浸透を抑制する層を形成する材料である。コンクリート中の水分量を抑制できるこ

とから，耐凍害性向上に有効と考えられる。 

 最近では，様々な研究において，多岐にわたる浸透性吸水防止材の性能を統一的に

評価しようとする検討 13），15），16）が行われるなど，技術的な知見が蓄積されつつある

が，凍害モデルを適用するためには，その効果をより定量的に表し，解析への反映方

法を検討する必要がある。よって，凍害および塩害の複合劣化環境である北海道の沿

岸部における暴露試験を実施し，その効果を定量的に評価することとした。ここで，

凍害モデルでは複合劣化を対象としてないが，暴露試験では，より厳しい条件となる

複合劣化環境を選定した。 

 

ｂ）暴露試験の概要 

①コンクリート供試体の概要 

使用材料および配合を，それぞれ表 6.4.1 および表 6.4.2 に示す。 

 

表 6.4.1 使用材料 

項目 記号 摘要 

水 W 上水道水，密度：1.0g/cm3 

セメント C 普通ポルトランドセメント，密度：3.16g/cm3 

細骨材 S 
新十津川産川砂，表乾密度：2.58g/cm3，粗粒率：2.75，吸

水率：2.26％ 

粗骨材 1 G1 
毘砂別産砕石，表乾密度：2.66g/cm3，実績率：58.8％，吸

水率：1.60％ 

粗骨材 2 G2 
毘砂別産砕石，表乾密度：2.65g/cm3，実績率：58.3％，吸

水率：1.57％ 

膨張材 E エトリンガイト系 

混和剤 Ad 高性能 AE 減水剤（変性リグニンスルホン酸系） 
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表 6.4.2 コンクリート配合 

単位量（kg/m3） Gmax 

(mm) 

スラン

プ(cm) 

W/C 

(％) 

空気

量(％) 

s/a 

(％) W C E S G1 G2 

Ad 

(C％)

40 8 44.3 5.5 43.5 138 312 30 765 477 583 1.00

 

 暴露試験には，径 125mm および高さ 250mm の円柱供試体を用いた。供試体作製の

際には，コンクリートの打込み後，28 日間の湿潤養生を行った。 

 

②シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材の概要 

 浸透性吸水防止材は，原料成分によってシリコーン系，非シリコーン系および混合

系に分類される 10）。本研究に適用したシラン・シロキサン系浸透性吸水防止材は，シ

リコーン系に分類されるものであり，シリコーン分子を 80％程度含有し，溶媒として

水を使用するものである。シリコーン系の浸透性吸水防止材は，シリコーンの疎水基

がコンクリート表面および細孔表面に並ぶことで吸水防止効果を発揮する材料であり，

非シリコーン系および混合系と違って細孔が充てんされないため，液体を透過せずに

気体を透過するという特長を有する 10）。 

本研究で対象としたシラン・シロキサン系浸透性吸水防止材は，JSCE-K571 表面含

浸材の試験方法（案）-2004 に準じて実施された共通試験 11）において，図 6.4.1 に示

す性能を示している。同図より，モルタル基盤に対して 4mm 程度浸透し，中性化の

抑制率は 40％程度であるものの，塩分浸透抑制率，透水抑制率，吸水抑制率および透

湿性については，90％以上の高い値を示すことが確認される。 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4.1 共通試験結果 11） 

・ 含浸深さ：グラフの読み値の 1/10（mm） 
・ 透水抑制率，吸水抑制率，中性化抑制率およ

び塩化物浸透抑制率：塗布しない供試体に対

する比（％）を 100（％）から引いた値 
・ 透湿度：塗布しない供試体に対する比（％）
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③シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材の塗布方法 

コンクリート供試体の養生後，高周波式水分計による表面水分率が 5.0％以下にな

ったことを確認してから，刷毛を用いて全面に 200g/m2 のシラン・シロキサン系浸透

性吸水防止材を塗布した。その際，円柱供試体の面積に対して正確な塗布量となるよ

うに，供試体の重量を管理しながら塗布を行った。 

 

④試験項目および方法 

 試験項目および方法を表 6.4.3 に示す。 

 

表 6.4.3 試験項目および方法 

項目 試験方法 

供試体の外観 目視による観察 

供試体の重量 現地における重量測定 

吸水防止層の深さ 割裂面に水を噴霧し，濡れ色にならない範囲を測定 

塩化物イオン量 

表面より 10mm 間隔の全塩化物イオン量を JIS A 1154 硬化コ

ンクリート中に含まれる塩化物イオンの試験方法-2003 に準

じて測定 

中性化深さ 
JIS A 1152 コンクリートの中性化深さの測定方法-2002 に準じ

て測定 

 

 

⑤暴露場所の概要 

 2002 年 11 月に，北海道の日本海側に位置する石狩市浜益区の沿岸部に，シラン・

シロキサン系浸透性吸水防止材を塗布した供試体と塗布しない供試体を設置し，暴露

を開始した。供試体設置箇所は，写真 6.4.1 に示すように，急勾配の小規模河川の河

口に位置しており，汀線より数メートルの距離にある。また，海からの強風による風

雨および風雪があり，多量の飛来塩分が推察される環境にある。浜益区の 2002 年から

2007 年までの凍結融解回数，降水量の合計および日照時間 1）を表 6.4.4 に示す。 
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写真 6.4.1 供試体設置箇所の状況 

 

 

表 6.4.4 浜益区の凍結融解回数，降水量の合計および日照時間 1） 

最低気温ごとの凍結融解回数 
西暦 

0～-5℃ -5～-10℃ -10℃以下 合計 

降水量の

合計(mm) 

日照時間

(h) 

2002 34 8 5 47 1256 1325.1 

2003 31 16 6 53 943 1455.1 

2004 43 12 6 61 1268 1354.8 

2005 25 16 14 55 1400 1469.2 

2006 45 12 5 62 1056 1407.3 

2007 49 18 7 74 970 1645.2 

平均 37.9 13.6 7.2 58.7 1148.8 1442.8 

合計 227 82 43 352 6893 8656.7 

 

 

 



 104

 これまでに，暴露開始から 1 年目，2 年目，4 年目 17）および 5 年目の 4 材齢につい

て試験を実施した。現地で供試体の重量を測定した際の天候，気温および供試体数は，

表 6.4.5 に示すとおりである。 

 

表 6.4.5 現地測定の天候，気温および供試体数 

浜益の気温（℃） 現地測定供試体数 
年数 

現地調査 

年月日 
天候 

最高 最低 塗布有り 塗布無し

1 年目 2003.10.27 晴れ 13.9 6.8 30 30 

2 年目 2004.11.26 晴れ 10.6 5.7 27 27 

4 年目 2006.11.24 雪 3.7 -0.1 24 24 

5 年目 2007.11.22 雪 -0.5 -4.7 21 21 

 

 

ｃ）試験結果 

①供試体外観 

 複合劣化環境下において 5 年間暴露を行った供試体を目視で観察した結果，シラ

ン・シロキサン系浸透性吸水防止材を塗布した供試体および塗布しなかった供試体と

もに，ひび割れ，ポップアウトおよびスケーリングは認められなかった。 

 この供試体に水を噴霧した際の状況を写真 6.4.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （a）塗布有り           （b）塗布無し 

写真 6.4.2 暴露 5 年目における表面の撥水性 
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同写真に示すように，シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材を塗布した供試体の

表面の撥水性は，暴露 5 年目においてほとんど認められなかった。これまでの調査結

果も含めると，表面の撥水性は，暴露 2 年目まで若干認められたが，暴露 4 年目 17）

および 5 年目には，ほとんど認められない結果である。 

 

②供試体の重量 

 供試体の重量測定結果を図 6.4.2 に示す。同図に示すように，暴露 5 年目までの全

測定において，シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材を塗布した供試体の方が，塗

布しない供試体よりも 150g 程度軽い結果となった。これは，コンクリートに含まれる

水分量の違いによるものと考えられる。すなわち，各測定において，シラン・シロキ

サン系浸透性吸水防止材を塗布しない供試体は比較的湿潤した状態にあったが，塗布

した供試体では，外部からの水の浸透が抑制され，内部の水分が水蒸気として放出さ

れていたことが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4.2 現位置における供試体重量 

 

 

③吸水防止層の厚さ 

 吸水防止層の深さの測定結果を図 6.4.3 に示す。同図には，上面および底面の平均

値を示した。同図より，暴露 5 年目までおおむね 4mm 以上の吸水防止層が確認され
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た。また，吸水防止層の深さの経時変化については，1 年目の値が小さいことからも

分かるように，ばらつきが含まれる測定結果となっており，今後，さらにデータを蓄

積して考察することが必要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4.3 吸水防止層の深さ 

 

 

④塩化物イオン量 

 塩化物イオン量測定結果を図 6.4.4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4.4 塩化物イオン量 
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 暴露 5 年目までの結果を比較すると，シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材を塗

布しない供試体では，深さ 5mm の 1.6kg/m3 から深さ 35mm まで拡散している傾向が

認められるのに対し，塗布した供試体では，深さ 5mm において塗布した供試体の 1/4

程度となる 0.4kg/m3 であり，それより内部にはほとんど拡散していなかった。この結

果より，シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材を塗布した供試体では，深さ 4～6mm

の吸水防止層よりも内部への水の浸透が抑制されたことに伴い，塩化物イオンの浸透

が抑制されたことが考えられる。 

 

⑤中性化深さ 

 中性化深さ測定結果を図 6.4.5 に示す。同図中には，中性化深さが時間の 0.5 乗に比

例するものとした回帰式を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4.5 中性化深さ 

 

 

 シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材を塗布した供試体の中性化深さの方が，塗

布しない供試体よりも大きな値となり，回帰式の定数である中性化速度係数が 2.7 倍

程度の値となった。この理由として，前述のとおり，シラン・シロキサン系浸透性吸

水防止材を塗布したことによってコンクリートに含まれる水分量が減少し，結果とし

て，中性化が進行しやすい含水量になったことが推察される。 

以上の結果を踏まえ，シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材による効果をコンク

0

4

8

12

16

20

0 1 2 3 4 5 6

経過年数（年）

中
性

化
深
さ
（
m
m
） 塗布有り

塗布無し

塗布有りの回帰式
ｙ=5.02√ｔ

塗布無しの回帰式
ｙ=1.86√ｔ

複合劣化環境下（北海道）
供試体数：各年1体



 108

リートの含水量の変化として捉え，その定量化を図るために，以下の検討を行った。 

 

ｄ）浸透性吸水防止材を塗布したコンクリートの含水量の定量化に関する検討 

①室内における重量測定の概要 

 複合劣化環境下で 5 年間暴露した供試体を回収し，91 日間の水中浸漬後，表面の水

分を拭き取って重量測定を行った。その後，21 日間の 105℃炉乾燥を行い，重量測定

を行った。供試体数は，シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材を塗布した供試体お

よび塗布しない供試体について各 1 体とした。 

 測定対象とした供試体には，現地における暴露 1 年目，2 年目，4 年目および 5 年目

の重量測定結果があるため，これら 4 材齢の平均値と，上記の測定結果を対比させて

検討を行った。 

 

②測定結果および考察 

 供試体重量の測定結果を図 6.4.6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4.6 室内における供試体重量 

 

 

同図より，シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材を塗布した供試体および塗布し

ない供試体について，水中浸漬後の含水量を 100％として，現地測定重量から 105℃炉
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乾燥後重量を引いた現地における含水量の割合を算出すると，それぞれ 47.2％および

76.2％となる。この値を基に，秋田ら 18）による平衡含水率曲線を用いて相対湿度を逆

算すると，それぞれ 42.4％および 82.1％となり，シラン・シロキサン系浸透性吸水防

止材を塗布しない供試体の相対湿度の逆算値は，沿岸部において，おおむね妥当と考

えられる範囲となる。一方，シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材を塗布した供試

体の含水量は，相対湿度が比較的高い条件であるにも関わらず，相対湿度 40％程度に

相当する量となった。鄭ら 19）によれば，コンクリートの中性化速度係数は，相対湿

度 40～50％程度の場合を最大値として，それよりも相対湿度が高くなるに従って低い

値となる。例えば，水セメント比が 55％のモルタルの試験結果 19）では，相対湿度 40％

の中性化速度係数が相対湿度 80％の値の 2.6 倍程度となり，本試験の結果とほぼ一致

する。 

浸透性吸水層の耐久性については，ごく表面が磨耗や紫外線などで劣化する可能性

があるものの，内部の層は磨耗や紫外線によって劣化することがなく，中性化が進行

することによってアルカリによる加水分解が生じにくくなるため，長期的に保持され

るものと推察される。 

 以上の結果より，浸透性吸水防止材の定量的な効果はコンクリート中の含水量が相

対湿度 40％に相当する量まで低減するものとして，凍害モデルによる検討を行った。 

 

（３）浸透性吸水防止材による耐凍害性向上効果の試算 

 前述の凍害進行予測結果のとおり，当該用水路では，フレッシュコンクリートに

4.5％の空気量が混入され，かつ気泡間隔係数が 250µm に抑制された場合，凍害に対

して 50 年間にわたる耐久性を保持することができる。しかし，北海道の厳しい環境下

では，例えば，硬化コンクリートの空気量および気泡間隔係数が，それぞれ 1.5％お

よび 300µm となると，図 6.4.7（前掲の図 6.3.3 を基に作成）に示すように，南向き面

および東向き面における耐久性が確保されない結果となる。ここで，硬化コンクリー

トの空気量の 1.5％という値は，フレッシュコンクリートの空気量が，4.5±1.5％の下

限値の 3.0％となる場合を想定したものであり，前述と同様に，高橋の研究 3）を参考

に設定した。 
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図 6.4.7 硬化コンクリートの空気量および気泡間隔係数が 

それぞれ 1.5％および 300µm の場合の耐久性 

 

本試算では，このような状況に際して，シラン・シロキサン系浸透性吸水防止材を

適用することによる相対動弾性係数の向上効果について解析を行った。試算の条件を

表 6.4.6 に示す。 

 

表 6.4.6 試算の条件 

No. 
硬化コンクリート

の空気量 
気泡間隔係数 浸透性吸水防止材の塗布の有無

ケース 1 1.5％ 300µm 無し（相対湿度 77.9％） 

ケース 2 1.5％ 300µm 有り（解析上の相対湿度 40％）
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浸透性吸水防止材の効果に関する試算結果を図 6.4.8 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）浸透性吸水防止材の塗布無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）浸透性吸水防止材の塗布有り 

図 6.4.8 浸透性吸水防止材の効果に関する試算結果 
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 同図より，検討対象とした用水路の場合，施工などの要因により，硬化コンクリー

トの空気量および気泡間隔係数が，それぞれ 1.5％および 300µm となると，凍結融解

回数が多い南向きおよび東向きの面では，それぞれ 40 年および 45 年程度で相対動弾

性係数が 60％を下回り，50 年間にわたる耐久性を保持することができなくなることが

確認される。 

一方，これに対する対策として，簡易で比較的コストが低いシラン・シロキサン系

浸透性吸水防止材を適用することにより，50 年間にわたって相対動弾性係数が 60％以

上の範囲に保持されることが確認される。 

硬化コンクリートの空気量および気泡間隔係数が，この程度の範囲となることは十

分に想定されることであり，本試算の方法により，浸透性吸水防止材による耐凍害性

の向上効果を定量的に把握することが可能であることが確認された。 
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６．５ 水路施設の事例解析のまとめ 

 

（１）水路施設の凍害進行予測のまとめ 

 北海道に位置する水セメント比が 50％の RC 水路の事例解析により，硬化コンクリ

ートの空気量および気泡間隔係数がそれぞれ 3.0％以上および 250µm 以下に抑制され

れば，方位によらず，50 年間にわたって相対動弾性係数を 60％以上に保持することが

できる結果を得られた。このことより，コンクリート構造物の凍害は，日射の影響に

よって，南向き，東向き，西向きおよび北向きの順に著しくなる傾向を示すが，コン

クリートの気泡組織が適切に制御される場合には，方位の違いの影響は小さいことが

推察される。 

 

（２）水路施設のパラメータスタディのまとめ 

 北海道の空知地区に位置する水セメント比が 50％の RC 水路を事例として，硬化コ

ンクリートの空気量が相対動弾性係数に及ぼす影響の定量的な評価結果を示した。こ

の事例において，気泡間隔係数が 250µm である場合，最も緩やかな凍害環境となる北

向きでは，空気量を 0.7％程度確保することにより，50 年間にわたって相対動弾性係

数を 60％に保持することができるものと推察される。一方，最も厳しい凍害環境であ

る南向きでは，空気量を 2.5％以上確保することにより，50 年間にわたって相対動弾

性係数を 60％に保持することができるものと推察される。 

 同様に，北海道の空知地区に位置する水セメント比が 50％の RC 水路を事例として，

コンクリートの気泡間隔係数が凍害に及ぼす影響の定量的な評価結果を示した。この

事例において，硬化コンクリートの空気量が 3.0％確保される場合，最も緩やかな凍

害環境となる北向きでは，気泡間隔係数を 550µm 程度以下に抑制することにより，50

年間にわたって相対動弾性係数を 60％に保持することができるものと推察される。一

方，最も厳しい凍害環境となる南向きでは，気泡間隔係数を 300µm 程度以下に抑制す

ることにより，50 年間にわたって相対動弾性係数を 60％程度に保持することができる

ものと推察される。 

 

（３）浸透性吸水防止材による耐凍害性向上効果の定量化に関する試算のまとめ 

 コンクリート構造物の空気量および気泡間隔係数は，広い範囲でばらつく可能性が
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あるため，所要の範囲を若干外れることがありえる。その場合，簡易でコストが低く，

その後の維持管理が容易なシラン・シロキサン系浸透性吸水防止材を適用することが

有効と考え，暴露試験結果に基づいた効果の定量化を試みた。その結果，シラン・シ

ロキサン系浸透性吸水防止材を塗布することにより，コンクリートの含水量が相対湿

度 40％程度の場合に相当する量まで低減することが確認された。この知見を基に，北

海道の空知地区に位置する水セメント比が 50％の RC 水路を事例として，シラン・シ

ロキサン系浸透性吸水防止材の適用が，相対動弾性係数の経年変化に及ぼす影響を定

量的に示した。この事例において，空気量および気泡間隔係数が，それぞれ 1.5％お

よび 300µm となった場合でも，耐凍害性向上対策としてシラン・シロキサン系浸透性

吸水防止材を塗布することにより，50 年間にわたって相対動弾性係数を 60％程度に保

持することができるものと推察される。 
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第７章 結論 

 

 

 本研究では，まず，コンクリートの凍害に対して特に影響を及ぼす要因を明らかに

することを目的として，北海道に約 40 年間供用された水路施設を対象とした詳細調査

を実施した。その結果，凍害による劣化が確認される部位では，健全な部位よりも空

気量が少なく，気泡間隔係数が大きい傾向が確認された。このことより，水路施設に

おける凍害の顕在化には，コンクリートの打込みの際のエアの巻込みや締固めによる

エアの抜出しなどによって生じた不均一な気泡組織が多大な影響を及ぼすことを考察

した。 

 次に，得られた傾向を基に，凍害環境における水路施設の相対動弾性係数の経年変

化に対して，硬化コンクリートの空気量および気泡間隔係数が及ぼす影響を評価する

ことが可能な式（7.1）の凍害モデルを提案した。 

 

      ( )
( ){ }[ ]eFTdVc

tbFTLaP
d

p
+−−+

−−
=

･

･･･

exp1
exp100                 （7.1） 

 

ここで，PP：相対動弾性係数（％） 

    L：気泡間隔係数（µm） 

    FT：凍結融解履歴の影響を表す指標 

    t：供用期間（年） 

    Vd：飽水されていない空気量（％） 

    a,b,c,d,e：係数 

 

 提案した凍害モデルにより，北海道の空知地区における水路施設の相対動弾性係数

を再現できることを確認した。また，最低温度を-18℃とする促進凍結融解試験結果を

基に凍害モデルの係数を推定し，得られた予測式を用いて最低温度を-10℃とした促進

凍結融解試験の相対動弾性係数を再現することが可能であることを確認することによ

って，凍害モデルを検証した。 

 以上のとおり，本研究で提案した凍害モデルにより，対象構造物の設計耐用期間お
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よび要求される相対動弾性係数に応じて，コンクリートに要求される空気量および気

泡間隔係数を提示することが可能となった。 
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あとがき 

 

 

 本研究では，凍害環境におけるコンクリート構造物の相対動弾性係数の経年変化に

対して，硬化コンクリートの空気量および気泡間隔係数が及ぼす影響を評価すること

が可能な凍害モデルを提案した。提案したモデルによれば，これらの気泡組織の影響

に加え，外気温および相対湿度の影響についても検討することが可能である。 

しかし，セメントや骨材などの材料特性の影響を考慮できるモデル化までには至っ

ておらず，今後，実構造物を中心としたデータの蓄積を図り，材料特性の影響につい

ても評価できるモデルとして発展させていきたいと考えている。 

 さらに，将来的には，本研究のテーマであるコンクリートの凍害予測に関する知見

が集約され，性能規定による設計，施工および維持管理のシステムが確立されること

により，より確実かつ合理的に構造物の耐久性が確保されていくことが望まれる。 
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Toshiaki Mizobuchi, Kumiko Suda, Daisuke Hayashi and Kosuke Yokozeki ：
Experimental Study on Applicability of Measuring Method of Chloride Content using 
Electromagnetic Wave in Reinforced Concrete Structures, 11th International 
Conference on Fracture, 2004 
林大介、坂田昇、須田久美子、横関康祐、芦澤良一、増川淳二、溝渕利明、電磁波によ

る鉄筋コンクリート中の塩分測定法の実構造物への適用性に関する検討、鹿島技術研究

所年報、Vol.52、pp.119-120、2004 
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